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１．本資料における説明事項 

本資料では，原子炉施設保安規定（以下，「保安規定」という。）の変更認可申

請の内容が，実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則（以下，「実用炉規則」

という。）第９２条第１項各号及び「実用発電用原子炉及びその附属施設における

発電用原子炉施設保安規定の審査基準」（以下，「保安規定審査基準（運転）」とい

う。）に定める基準に適合するものであることを説明する。 

 

 

 

【保安規定審査基準（運転）抜粋】 

申請書を受理した原子力規制委員会は、発電用原子炉設置者から申請された保安規定に

ついて、原子炉等規制法第４３条の３の２４第２項に定める認可要件である 

・原子炉等規制法第４３条の３の５第１項若しくは第４３条の３の８第１項の許可を受け

たところ又は同条第３項若しくは第４項前段の規定により届け出たところによるもの

でないと認められないこと 

・核燃料物質若しくは核燃料物質によって汚染された物又は発電用原子炉による災害の防

止上十分でないものであると認められないこと 

を確認するための審査を行うこととしている。 

したがって、保安規定の審査における基準を明確にする観点から、保安規定の認可の審

査に当たって確認すべき事項を次のとおり定める。 

（以降に実用炉規則第９２条第１項各号に対する審査基準が記載されている。） 

【実用炉規則 抜粋】 

第九十二条（保安規定） 

法第四十三条の三の二十四第一項の規定による保安規定の認可を受けようとする者は、

認可を受けようとする工場又は事業所ごとに、次に掲げる事項について保安規定を定め、

これを記載した申請書を原子力規制委員会に提出しなければならない。 

（各号にて保安規定に定めるべき事項が掲げられている。） 

3



 

２．原子炉施設保安規定変更認可申請の内容 
（１）変更の理由 

ａ．実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則

の解釈等の一部改正に伴う変更 

令和 5 年 2 月 22 日に施行された「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、

構造及び設備の基準に関する規則の解釈」（以下，「設置許可基準規則解釈」とい

う。），「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈」（以

下，「技術基準規則解釈」という。）及び「実用発電用原子炉に係る発電用原子炉

設置者の重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な技

術的能力に係る審査基準」（以下，「ＳＡ技術的能力審査基準」という。）により，

原子炉格納容器ベントを原子炉建屋の水素防護対策として位置付けることが明確

化されたことから，関連箇所である「第６６条 重大事故等対処設備」及び「添付

３ 重大事故等及び大規模損壊対応に係る実施基準」について変更する。 

 

（２）施行期日 

ａ．この規定は，原子力規制委員会の認可を受けた日から１０日以内に施行する。 

ｂ．本規定施行の際，規定の適用については，附則（令和 2 年 10 月 30 日 原規規

発第 2010305 号）で定めるところによる。 

 

 

【参考： 附則（令和 2年 10 月 30 日 原規規発第 2010305 号） 】 

（施行期日） 

第１条 

この規定は，原子力規制委員会の認可を受けた日から１０日以内に施行する。 

 

２．本規定施行の際，各原子炉施設に係る規定については，各原子炉施設に係る使用前事

業者検査終了日以降に適用することとし，それまでの間は従前の例による。 

なお，第１２条（運転員等の確保），第１７条（火災発生時の体制の整備），第１７条

の２（内部溢水発生時の体制の整備），第１７条の３（火山影響等発生時の体制の整備），

第１７条の４（その他自然災害発生時等の体制の整備），第１７条の５（有毒ガス発生

時の体制の整備），第１７条の６（資機材等の整備），第１７条の７（重大事故等発生時

の体制の整備）及び第１７条の８（大規模損壊発生時の体制の整備）については，教育

訓練に係る規定を除き７号炉の発電用原子炉に燃料体を挿入する前の時期における各

原子炉施設に係る使用前事業者検査終了日以降に適用することとし，それまでの間は従

前の例による。ただし，それ以降に実施する使用前事業者検査の対象となる設備に係る

規定については当該検査終了日以降に適用することとし，それまでの間は従前の例によ

る。 

（以下省略） 
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３．設置許可基準規則解釈等の改正内容及び保安規定の改正方針 

ＢＷＲにおける原子炉格納容器ベントの原子炉建屋の水素防護対策としての位

置付けを明確化するために，以下（１）～（３）の内規が改正された。これを踏ま

えた保安規定の改正方針を説明する。 

（１）設置許可基準規則解釈の改正 （改正箇所は赤下線） 

 

【保安規定の改正方針】 

設置許可基準規則第５０条（原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備）

等の規定により設置する格納容器圧力逃がし装置について，同規則第５３条（水素

爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備）の規定に適合するために必

要な設備としての位置付けを明確化する。そのため，保安規定審査基準（運転）に

従い，保安規定第６６条（重大事故等対処設備）に水素爆発による原子炉建屋等の

損傷を防止するための設備として，格納容器圧力逃がし装置のＬＣＯ等を規定する。 

第５３条（水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備） 

１ 第５３条に規定する「水素爆発による当該原子炉建屋等の損傷を防止するた

めに必要な設備」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有す

る措置を行うための設備をいう。 

ａ）原子炉格納容器の構造上、炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉

格納容器内の水素濃度が高くなり、高濃度の水素ガスが原子炉格納容器から漏

えいするおそれのある発電用原子炉施設には、原子炉格納容器から原子炉建屋

等への水素ガスの漏えいを抑制し、原子炉建屋等内の水素濃度の上昇を緩和す

るための設備として、次に掲げるところにより、原子炉格納容器から水素ガス

を排出することができる設備を設置すること。この場合において、当該設備は、

本規程第５０条の規定により設置する格納容器圧力逃がし装置と同一設備で

あってもよい。 

ⅰ）その排出経路での水素爆発を防止すること。 

ⅱ）排気中の水素濃度を測定することができる設備を設けること。 

ⅲ）ⅰ）及びⅱ）に掲げるもののほか、本規程第５０条３ｂ）ⅰ）から xi）

までの規定に準ずること。 

ｂ）水素濃度制御設備（制御により原子炉建屋等で水素爆発のおそれがないこと

を示すこと。）又は原子炉建屋等から水素ガスを排出することができる設備（動

的機器等に水素爆発を防止する機能を付けること。放射性物質低減機能を付け

ること。）を設置すること。 

ｃ）想定される事故時に水素濃度が変動する可能性のある範囲で推定できる監視

設備を設置すること。 

ｄ）これらの設備は、交流又は直流電源が必要な場合は代替電源設備からの給電

を可能とすること。 
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（２）技術基準規則解釈の改正 （改正箇所は赤下線） 

 

【保安規定の改正方針】 

技術基準規則第６５条（原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備）等の

規定により設置する格納容器圧力逃がし装置について，同規則第６８条（水素爆発

による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備）の規定に適合するために必要な

設備としての位置付けを明確化する。そのため，保安規定審査基準（運転）に従い，

保安規定第６６条（重大事故等対処設備）に水素爆発による原子炉建屋等の損傷を

防止するための設備として，格納容器圧力逃がし装置のＬＣＯ等を規定する。 

 

第６８条（水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備） 

１ 第６８条に規定する「水素爆発による当該原子炉建屋等の損傷を防止するた

めに必要な設備」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有す

る措置を行うための設備をいう。 

ａ）原子炉格納容器の構造上、炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉

格納容器内の水素濃度が高くなり、高濃度の水素ガスが原子炉格納容器から漏

えいするおそれのある発電用原子炉施設には、原子炉格納容器から原子炉建屋

等への水素ガスの漏えいを抑制し、原子炉建屋等内の水素濃度の上昇を緩和す

るための設備として、次に掲げるところにより、原子炉格納容器から水素ガス

を排出することができる設備を設置すること。この場合において、当該設備は、

本規程第６５条の規定により設置する格納容器圧力逃がし装置と同一設備で

あってもよい。 

ⅰ）その排出経路での水素爆発を防止すること。 

ⅱ）排気中の水素濃度を測定することができる設備を設けること。 

ⅲ）ⅰ）及びⅱ）に掲げるもののほか、本規程第６５条３ｂ）ⅰ）から xi）

までの規定に準ずること。 

ｂ）水素濃度制御設備（制御により原子炉建屋等で水素爆発のおそれがないこと

を示すこと。）又は原子炉建屋等から水素ガスを排出することができる設備（動

的機器等に水素爆発を防止する機能を付けること。放射性物質低減機能を付け

ること。）を設置すること。 

ｃ）想定される事故時に水素濃度が変動する可能性のある範囲で推定できる監視

設備を設置すること。 

ｄ）これらの設備は、交流又は直流電源が必要な場合は代替電源設備からの給電

を可能とすること。 
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（３）ＳＡ技術的能力審査基準 （改正箇所は赤下線） 

 

【保安規定の改正方針】 

既認可の保安規定では，重大事故等対策に係る最優先すべき操作等について，あ

らかじめ判断基準を明確に定めるなどし，当該判断基準に達した場合には迷うこと

なく当該操作等を実施できるよう，手順書を整備することを定めている。 

今回のＳＡ技術的能力審査基準の改正においてこの主旨がより明確化されると

ともに，原子炉格納容器ベントの原子炉建屋の水素防護対策としての位置付けが明

確化されたことを受けて，保安規定においても，「水素爆発による原子炉建屋等の

損傷を防ぐ」ことを含む方針であることを明確化する。 

Ⅲ 要求事項の解釈 

１．重大事故等対策における要求事項の解釈 

１.０ 共通事項 

（１）～（３） （略） 

（４）手順書の整備、訓練の実施及び体制の整備 

【要求事項】 

（略） 

【解釈】 

１ 手順書の整備は、以下によること。 

ａ） （略） 

ｂ）発電用原子炉設置者において、炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破

損を防ぐために最優先すべき操作等の判断基準をあらかじめ明確化する方

針であること。（ ほう酸水注入系(SLCS)、海水及び格納容器圧力逃がし装置

の使用を含む。）また、当該判断基準に達した場合に当該操作等をためらわ

ず実施する手順とする方針であること。 
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【保安規定の改正方針】 

既認可の保安規定では，ＳＡ技術的能力審査基準「１．７ 原子炉格納容器の過

圧破損を防止するための手順等」の対応として，「添付３ 重大事故等及び大規模

損壊対応に係る実施基準」の「表７ 操作手順７．格納容器の過圧破損を防止する

ための手順等」において，原子炉建屋水素濃度上昇時の原子炉格納容器ベント基準

を定めている。 

今回のＳＡ技術的能力審査基準「１．１０ 水素爆発による原子炉建屋等の損傷

を防止するための手順等」の改正内容を踏まえ，「添付３ 重大事故等及び大規模

損壊対応に係る実施基準」の「表１０ 操作手順１０．水素爆発による原子炉建屋

等の損傷を防止するための手順等」に，原子炉建屋水素濃度上昇時の原子炉格納容

器ベント基準を定め，原子炉格納容器ベントの原子炉建屋の水素防護対策としての

位置付けを明確化する。 

１．１０ 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等 

【要求事項】 

（略） 

【解釈】 

１ 「水素爆発による当該原子炉建屋等の損傷を防止するために必要な手順等」

とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行うため

の手順等をいう。 

ａ）炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉格納容器から原子炉建屋

等への水素ガスの漏えいを抑制し、原子炉建屋等内の水素濃度の上昇を緩和

するため、原子炉格納容器から水素ガスを排出することができる設備による

原子炉格納容器から水素ガスを排出する手順等を整備すること。 

ｂ）炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉建屋等の水素爆発による

損傷を防止するため、水素濃度制御設備又は原子炉建屋等から水素ガスを排

出することができる設備により、水素爆発による当該原子炉建屋等の損傷を

防止するために必要な手順等を整備すること。 

ｃ）水素爆発による損傷を防止するために必要な設備が、交流又は直流電源が

必要な場合は代替電源設備からの給電を可能とする手順等を整備すること。 

8



 

４．保安規定変更認可申請の内容に対する確認事項 

保安規定変更認可申請の内容に対して，以下の事項を確認した。詳細は添付資料

において説明する。 

・実用炉規則第 92 条および保安規定審査基準（運転）の要求事項に適合するもの

であること（添付資料－１） 

・2022 年 10 月 5 日付で許可された柏崎刈羽原子力発電所６号及び７号炉の発電用

原子炉設置変更許可申請書と齟齬のないものであること（添付資料－２） 

・原子炉建屋水素濃度に基づく原子炉格納容器ベント実施基準の妥当性（添付資料

－３） 

・水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備の適合性と位置付け

（添付資料－４） 

・ＬＣＯ等の設定（添付資料－５） 

・局所エリアにおける水素濃度上昇時の自主的な対応について（添付資料－６） 

 

以上より，保安規定変更認可申請の内容が，以下の要求事項に適合することを確

認した。 

 

 

 

 

以上 

【保安規定審査基準（運転）抜粋】 

・原子炉等規制法第４３条の３の５第１項若しくは第４３条の３の８第１項の許可を受け

たところ又は同条第３項若しくは第４項前段の規定により届け出たところによるもの

でないと認められないこと 

・核燃料物質若しくは核燃料物質によって汚染された物又は発電用原子炉による災害の防

止上十分でないものであると認められないこと 
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添付資料－３ 

 

 

 

 

 

 

柏崎刈羽原子力発電所７号炉 

 

原子炉建屋水素濃度に基づく 

原子炉格納容器ベント基準の妥当性について 

 

 

 

 

 

 

 

２０２３年６月 

東京電力ホールディングス株式会社 
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１．適合性審査を踏まえた確認事項 

１．１ はじめに 

ＳＡ技術的能力審査基準の改正をもとに，原子炉格納容器から水素を排出す

る設備（原子炉格納容器圧力逃がし装置と同一設備でも可）を規定し，原子炉格

納容器ベントのＢＷＲにおける原子炉建屋の水素防護対策として位置付けを明

確化するという新たな目的に対して現在の原子炉建屋水素濃度に基づく原子炉

格納容器ベント実施基準が妥当であること確認する。 
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ＳＡ技術的能力審査基準改正内容 （改正箇所は赤下線） 

 

Ⅲ 要求事項の解釈 

１．重大事故等対策における要求事項の解釈 

１.０ 共通事項 

（１）～（３） （略） 

（４）手順書の整備、訓練の実施及び体制の整備 

【要求事項】 

（略） 

【解釈】 

１ 手順書の整備は、以下によること。 

ａ） （略） 

ｂ）発電用原子炉設置者において、炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損

を防ぐために最優先すべき操作等の判断基準をあらかじめ明確化する方針で

あること。（ ほう酸水注入系(SLCS)、海水及び格納容器圧力逃がし装置の使用

を含む。）また、当該判断基準に達した場合に当該操作等をためらわず実施す

る手順とする方針であること。 

 

１.１～１．９ （略） 

１．１０ 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等 

【要求事項】 

（略） 

【解釈】 

１ 「水素爆発による当該原子炉建屋等の損傷を防止するために必要な手順等」

とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行うため

の手順等をいう。 

ａ）炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉格納容器から原子炉建屋等

への水素ガスの漏えいを抑制し、原子炉建屋等内の水素濃度の上昇を緩和する

ため、原子炉格納容器から水素ガスを排出することができる設備による原子炉

格納容器から水素ガスを排出する手順等を整備すること。 

ｂ）炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉建屋等の水素爆発による損

傷を防止するため、水素濃度制御設備又は原子炉建屋等から水素ガスを排出す

ることができる設備により、水素爆発による当該原子炉建屋等の損傷を防止す

るために必要な手順等を整備すること。 

ｃ）水素爆発による損傷を防止するために必要な設備が、交流又は直流電源が必

要な場合は代替電源設備からの給電を可能とする手順等を整備すること。 
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（１）適合性審査で説明したベント基準 

 柏崎刈羽原子力発電所６号及び７号炉の発電用原子炉設置変更許可申請

（以下「既許可申請」という。）における「添付書類十 5.1 重大事故等対

策」で示しているとおり，原子炉建屋オペレーティングフロアの天井付近

の水素濃度 2.2vol％到達時に原子炉建屋水素爆発防止のための原子炉格

納容器ベントを実施する手順となっている 

 

（２）ベント基準の妥当性確認方針 

 現状の原子炉建屋オペレーティングフロア水素濃度 2.2vol％到達時のベ

ント基準が，「１．１ はじめに」に記載のＳＡ技術的能力審査基準の改正

内容に対して妥当であることを確認する 

 水素挙動の評価については，一定の条件を仮定したものであり，その結果

には大きな不確かさを含んでいることから，不確かさを考慮したうえで現

状のベント基準が妥当であることを評価する  
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１．２ 現状のベント基準の妥当性について 

適合性審査を踏まえ，原子炉建屋における水素爆発防止のための原子炉格納

容器ベント基準（原子炉建屋オペレーティングフロア水素濃度 2.2vol％）が以

下の観点で妥当であることを確認している。これらの観点に加え，水素の不確か

さを踏まえた影響を評価する。 

 

１. 原子炉建屋オペレーティングフロアでの判断が妥当であること 

 水素の滞留によって，下層階が可燃限界に到達しないこと 

 

２. 2.2vol％での判断が妥当であること 

 炉心損傷が生じた場合，改良 EPDM 製シール材の採用等により既許可申

請における「添付書類十 追補 2.Ⅱ 原子炉格納容器の温度及び圧力

に関する評価」で示しているとおり原子炉格納容器耐性が向上してい

ることを踏まえて，原子炉建屋水素爆発防止のための原子炉格納容器

ベントにおいても放射性物質の放出を可能な限り遅延できること 

 原子炉格納容器ベント基準は「水素濃度計計器誤差」及び「原子炉格

納容器ベント基準到達後に遠隔操作で速やかに原子炉格納容器ベント

できない不測事態発生に対する操作余裕時間」を考慮し，可燃限界

（4vol％）に対して裕度がある基準であること 
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（１）ベースケースの不確かさ評価を確認するための３つの観点 

上記２点の観点に加えて，水素の不確かさを踏まえた影響を評価するための

３つの観点について図 1.2.1 に示す。 

原子炉建屋全体及び局所エリアについては，評価結果が厳しくなる「雰囲気

圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」をベースケースとし

て評価し，可燃限界に至らないことを適合性審査で確認している。原子炉建屋

全体及び局所エリアについては，観点１の直接的な不確かさであるＳＡ範囲内

での水素発生量の影響を確認する。一方，原子炉建屋全体は，建屋全体の状態

の影響を受けるため，観点２，３の不確かさについて，さらにＳＡ範囲を超え

た原子炉建屋全体の水素挙動の影響等を確認し，原子炉格納容器ベント基準の

妥当性を確認する。 

 

観点１：ＳＡの範囲における不確かさの観点から，事故シナリオによる水素発

生量の違いを想定 

観点２：ＳＡを超えた範囲における不確かさの観点から，ＳＡ対策設備である

ＰＡＲが動作しない状況，ＳＡ環境の上限である原子炉格納容器温

度・圧力が 200℃・2Pd を超える範囲として漏えい率が変化する状況

を想定 

観点３：自主対策実施時の影響の観点から，ドライウェル主フランジからの漏

えい抑制を目的とした原子炉ウェル注水による影響を想定 

※：観点１については水素発生量に一定の保守性を設けた評価，観点３につい

ては格納容器ベントケースにて原子炉ウェル注水時の影響を適合性審査

において確認している。 

 

図 1.2.1 不確かさ評価を確認するための３つの観点 
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（２）各階層において３つの観点から確認するとした考え方 

原子炉格納容器から局所エリア又は下層階へ漏えいした水素は，ダクトもし

くは周回通路へ流れる。また，「１．２．１（３）ベースケース解析（代替循

環冷却系）」以降の評価により，水素の滞留によって局所エリア及び下層階で

可燃限界に到達しないことを確認している。周回通路は機器搬入用ハッチを通

じてフロア間で接続されており，漏えいした水素は原子炉建屋オペレーティン

グフロアへと移行することを解析により確認している。図 1.2.2 に局所エリア

から原子炉建屋オペレーティングフロアまでの水素流路のイメージ図を示し

ている。このため，原子炉建屋オペレーティングフロアの水素濃度を原子炉格

納容器ベント判断基準としている。 

 

 

 

図 1.2.2 局所エリアから原子炉建屋オペレーティングフロアまでの水素流路イ

メージ 
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この状況を踏まえ，観点１の水素発生量については，有効性評価シナリオの

うち「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」を基に

水素発生量を想定しているが，これはある一定の条件を仮定したものであり，

事象進展によって水素発生量は異なる可能性がある。そのため，原子炉建屋全

体及び局所エリアに対して不確かさを踏まえた評価を実施する。なお，有効性

評価シナリオの選定の考え方については「１．２．１（２）評価シナリオの選

定の考え方」で説明する。 

一方，観点２のうち PAR 不動作については，PAR の設置位置が原子炉建屋オ

ペレーティングフロアであることから，局所エリアへの直接的な影響はない。

そのため，建屋全体の評価において不確かさを踏まえた妥当性を確認する。 

観点２のうち漏えい率については，格納容器フランジ部等の漏えいが想定さ

れる箇所に対して適合性審査の中で相当程度の対策を実施していることから，

格納容器内の温度や圧力が上昇した場合に，特定箇所から選択的に漏えいが発

生する可能性は低いと考えられる。よって，SA を超える事象として，格納容器

全体として漏えい量が増加した場合の水素濃度への影響を確認する必要があ

ると考えている。そのため，建屋全体の評価において不確かさを踏まえた妥当

性を確認する。 

また，観点３の原子炉ウェル注水（格納容器頂部注水）については，ドライ

ウェル主フランジ部からの漏えいが緩和され，下層階からの漏えいが主になる

と考えられるため，水素濃度分布への影響を確認する必要がある。したがって，

建屋全体の評価において不確かさを踏まえた妥当性を確認する。 

  

18



 

 

１．２．１ 原子炉建屋オペレーティングフロアでの判断が妥当であること 

水素の滞留によって，下層階が可燃限界に到達しないことを以下図 1.2.3 に

示すとおり，原子炉建屋全体の挙動を確認する原子炉建屋解析モデル及び局所

エリアを精緻に確認する局所エリア解析モデルで確認している。局所エリアに

ついては，空間形状，空間容積，開口部（扉の隙間や給排気）などを精緻に模擬

して，評価を実施している。（局所エリアの構造やダクト位置等については参考

資料参照） 

 

 

 

図 1.2.3 原子炉建屋解析モデル簡易図 
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（１）評価における原子炉格納容器漏えい率の設定の考え方 

a. 原子炉格納容器フランジシール部の健全性 

原子炉格納容器のフランジシール部は，重大事故等時の環境に晒されると，

フランジシール部に使用されているシール材が劣化し，フランジの開口に追

従できなくなり原子炉格納容器閉じ込め機能を損なう可能性がでてくる。 

そこで当社では，図 1.2.4 に示すとおり，原子炉格納容器フランジ部への

改良 EPDM 製シール材の採用，バックアップシール材※を塗布し，漏えい防止

対策を強化している。また，シール材に対して限界圧力，限界温度下での漏

えい試験を行い，漏えいがないことを図 1.2.5 のとおりの試験にて確認して

いる。(※：所員用エアロックは除く) 

 

図 1.2.4 格納容器フランジ部構造 

 

 

図 1.2.5 EPDM 製シール材試験，バックアップシール材試験の概要及び評価

結果 

バックアップシール材の追加

改良EPDMシール材へ変更

PCV内側 PCV外側

He漏えい試験の様子
試験体

改良EPDMシール材 He漏えい試験結果

試験体

He漏えい試験の様子

バックアップシール材 He漏えい試験結果(乾熱曝露)

バックアップシール材 He漏えい試験結果(蒸気曝露)
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原子炉格納容器の限界圧力(620kPa[gage])・限界温度(200℃)における漏

えい率は，約１%/day（AEC 式より）であることを評価している。 

上記を考慮し，原子炉格納容器漏えい率を保守的に 1.5%/day と設定し，

試験により漏えいしないことを確認しているフランジから保守的に漏えい

したとして，原子炉建屋内の水素拡散挙動評価を行い，水素濃度が可燃限界

に到達しないことを確認している。 
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b. 漏えい想定箇所と周長 

原子炉格納容器から原子炉建屋への漏えい箇所は，表 1.2.1 に示してお

り，リークポテンシャルである各フロアのフランジ部, エアロックを想定す

る。また，漏えい割合はシール部の開口部周長の割合とする。 

 

表 1.2.1 漏えい想定箇所と漏えい割合 

 

 

  

枠囲みの内容は，機密事項に属しますので公開できません。 
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（２）評価シナリオの選定の考え方 

「運転中の原子炉における重大事故」について，著しい炉心損傷の発生後，

原子炉格納容器が破損に至る可能性がある事故シーケンスは PRA 結果を踏ま

えて選定している。 

上記の事故シーケンスのうち，事象進展が早く格納容器圧力及び温度が最も

高く推移するとして，大破断 LOCA を想定している「雰囲気圧力・温度による

静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」が選定されている。 

原子炉建屋水素濃度の観点では，炉心損傷による大量の水素が発生し，格納

容器圧力及び温度が厳しくなる方が，より多くの水素が原子炉建屋に漏えいす

る可能性があるため， 「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・

過温破損）」を評価シナリオとして選定している。 

また，評価シナリオは格納容器除熱手段の違いにより，代替循環冷却系を使

用する場合と格納容器圧力逃がし装置を使用する場合の２ケースがあり，その

双方について原子炉建屋水素挙動解析を実施して，その影響を確認している。 
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（３）ベースケース解析（代替循環冷却系） 

既許可申請まとめ資料別添資料－３の「2.2.2 静的触媒式水素再結合器の効

果について」 で示している原子炉建屋内の GOTHIC コードによる水素挙動解析

結果について確認した。 

 

ａ．評価条件 

原子炉建屋内の水素挙動の解析ケースは，表 1.2.2 に示すとおりドライウ

ェル主フランジ（PCV 主フランジ）を含むシール部からの漏えいとし，評価

シナリオは，「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」

における代替循環冷却系を使用する場合とする。 

GOTHIC コードの原子炉格納容器からの漏えい条件を表 1.2.3 に示す。原

子炉格納容器圧力，原子炉格納容器温度及び原子炉格納容器内ガス組成は，

図 1.2.6 から 図 1.2.9 に示す「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容

器過圧・過温破損）」のシナリオにおける代替循環冷却系を使用する場合に

おける各パラメータを，原子炉建屋への水素漏えい量の観点でそれぞれ保守

側に包絡するように設定する。 

漏えい率については，AEC の評価式により算出される値を包絡する値とし

て, 原子炉格納容器圧力 2Pd 時の漏えい率（AEC 式にて約 1％/day）に余

裕を見た漏えい率として 1.5 ％/day とし，代替循環冷却系による格納容器

除熱後は，格納容器圧力を包絡する条件とした。また，その他の解析条件を

表 1.2.4，解析モデルを図 1.2.10 にそれぞれ示す。 

 

表 1.2.2 水素漏えい量の分配条件 

 

 

 

枠囲みの内容は，機密事項に属しますので公開できません。 

24



 

 

表 1.2.3 原子炉格納容器からの漏えい条件 

 

*：原子炉格納容器漏えい率は以下の式（AEC 式）により算出される値に余裕を考慮した値とする。 
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図 1.2.6 格納容器圧力の評価条件（代替循環冷却系） 

 

 
 

図 1.2.7 格納容器温度の評価条件（代替循環冷却系） 
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図 1.2.8 ドライウェルガス組成の解析条件（代替循環冷却系） 

 

 
図 1.2.9 サプレッションチェンバガス組成の解析条件（代替循環冷却系） 
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図 1.2.10 原子炉建屋の GOTHIC 解析モデル 

枠囲みの内容は，機密事項に属しますので公開できません。 
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表 1.2.4 その他解析条件 

No 項目 解析条件 備考 

1 原子炉建屋原子炉区域の条件 

(1) 圧力（初期条件） 

 

 

 

 

(2) 温度（初期条件） 

 

(3) 組成（初期条件） 

 

(4) 空間容積（固定） 

 

 

 

 

 

 

 

(5)ハッチ開口面積（固定） 

 

 

大気圧 

 

 

 

 

40℃ 

 

相対湿度 70%の空気 

 

4 階：36100m3 

3 階：3400m3 

2 階：2200m3 

1 階：3900m3 

地下 1階：1200m3 

地下 2階：7100m3 

地下 3階：6100m3 

 

4 階-3 階：44.5m2 

3 階-2 階：60.6m2 

2 階-1 階：57.5m2 

1 階-地下 1階：11.02m2 

地下 1階-地下 2階：7.25m2 

地下 2階-地下 3階：4.05m2 

 

4 階中心高さにおける圧力を

101.325kPa とし，他階は 4階中心

高さより空気の水頭差を考慮した値

とする。 

 

想定される高めの温度として設定 

 

想定される高めの湿度として設定 

 

原子炉建屋地上 4階の容積は，低減

率 0.85 とする。（躯体分，機器配管

分を差し引いた値） 

 

原子炉建屋地上 4階以外の容積は，

原子炉建屋原子炉区域内の区画の床

面積×高さにより算出 

 

原子炉建屋原子炉区域のハッチ寸法

より算出 

 

2 圧力境界条件 

(1) 圧力（固定） 

(2) 温度（固定） 

(3) 酸素濃度（固定） 

(4) 窒素濃度（固定） 

 

101.325kPa 

40℃ 

21vol% 

79vol% 

 

大気圧 

想定される高めの温度として設定 

乾燥空気の組成 

同上 

3 流出条件 

(1) 位置 

 

 

原子炉建屋地上 4階 

 

原子炉建屋原子炉区域の気密性を考

慮し設定 

4 放熱条件 

(1) 内壁熱伝達率 

（原子炉建屋地上 4階壁面） 

 

 

 

(2) 壁厚さ（固定） 

 

 

(3) 壁内熱伝導率（固定） 

(4) 壁の比熱（固定） 

(5) 壁の密度（固定） 

(6) 外壁熱伝達率（壁面－外気） 

 

(7) 外気温（固定） 

(8) 放熱面積（固定） 

 

 

凝縮熱伝達及び自然対流熱伝

達を考慮 

 

 

 

下部壁：  

上部壁：  

天井：  

1.5W/m/K 

1kJ/kg/K 

2400kg/m3 

5W/m2/K 

 

40℃ 

下部壁：514.8m2 

上部壁：2281.6m2 

天井：2360.16m2 

 

GOTHIC コード内のモデルを使用 

・凝縮熱伝達モデル：DLM-FM 

・自然対流熱伝達モデル： 

垂直平板（壁面） 

水平平板（天井） 

躯体図より算出 

 

 

コンクリートの物性 

同上 

同上 

原子炉建屋原子炉区域の外壁面にお

ける自然対流熱伝達率を想定 

想定される高めの温度として設定 

躯体図より算出 

 
枠囲みの内容は，機密事項に属しますので公開できません。 
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ｂ．評価結果 

代替循環冷却系を使用する場合の原子炉格納容器ドライウェル主フラン

ジ（PCV 主フランジ）を含むシール部からの漏えいケースにおける原子炉建

屋内の水素挙動を図 1.2.11 に示す。 

図 1.2.11 に示すとおり，水素濃度が 1.5vol%に到達した時点で PAR によ

る水素処理が開始されることにより，原子炉建屋内の水素濃度上昇が抑制さ

れ，原子炉建屋の水素濃度ベント基準に至らないことを確認した。 

 

 

図 1.2.11 原子炉建屋全域水素濃度（ベースケース解析（代替循環冷却系）） 

  

ベント基準2.2%
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（４）ベースケース解析（格納容器ベント） 

既許可申請まとめ資料別添資料－３の「2.2.2 静的触媒式水素再結合器の効

果について」 で示している原子炉建屋内の GOTHIC コードによる水素挙動解析

結果について確認した。 

 

ａ．評価条件 

原子炉建屋内の水素挙動の解析ケースは，表 1.2.2 に示すとおりドライウ

ェル主フランジ（PCV 主フランジ）を含むシール部からの漏えいとし，評価

シナリオは，「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」

における格納容器ベントを使用する場合とする。 

GOTHIC コードの原子炉格納容器からの漏えい条件を表 1.2.5 に示す。原

子炉格納容器圧力，原子炉格納容器温度及び原子炉格納容器内ガス組成は，

図 1.2.12 から 図 1.2.14 に示す「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納

容器過圧・過温破損）」のシナリオにおける格納容器ベントを使用する場合

における各パラメータを，原子炉建屋への水素漏えい量の観点でそれぞれ保

守側に包絡するように設定する。 

漏えい率については，AEC の評価式により算出される値を包絡する値とし

て, 原子炉格納容器圧力 2Pd 時の漏えい率（AEC 式にて約 1％/day）に余

裕を見た漏えい率として 1.5％/day とし，格納容器圧力が上昇していない

事象開始直後よりベント時間（38 時間）まで当該漏えい率を採用した。また，

その他の解析条件を表 1.2.4，解析モデルを図 1.2.10 にそれぞれ示す。 
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表 1.2.5 原子炉格納容器からの漏えい条件 
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図 1.2.12 格納容器圧力の評価条件（格納容器ベント） 

 

 

 

図 1.2.13 格納容器温度の評価条件（格納容器ベント） 
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図 1.2.14 格納容器ガス組成の解析条件(ドライウェル) 
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ｂ．評価結果 

格納容器ベントを使用する場合のドライウェル主フランジ（PCV 主フラン

ジ）を含むシール部からの漏えいケースにおける原子炉建屋内の水素挙動を

図 1.2.15 に示す。 

図 1.2.15 に示すとおり，格納容器圧力による破損防止のためのベントを

約３８時間後にて実施するため，原子炉建屋内の水素濃度上昇が抑制され，

原子炉建屋の水素濃度ベント基準に至らないことを確認した。 

なお，原子炉建屋オペレーティングフロアの水素濃度は PAR の動作開始濃

度である 1.5vol%以下であった。 

 

 

図 1.2.15 原子炉建屋全域水素濃度（格納容器ベント） 

  

ベント基準2.2%
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（５）局所エリアの水素濃度を確認するために実施した解析ケース（代替循環

冷却系） 

局所エリアの水素挙動及び格納容器ベント基準の妥当性について確認する

ため，設計及び工事計画認可申請書 補足説明資料「工事計画に係る説明資料

（原子炉格納施設） 資料 6 原子炉格納施設の水素濃度低減性能に関する説

明書に係る補足説明資料」にて示している局所エリアの GOTHIC コードによる

水素挙動解析結果について確認した。 

局所エリアについても，原子炉格納容器から原子炉建屋への水素漏えい事象

として，事象進展が早く原子炉格納容器圧力及び温度が高く推移する「雰囲気

圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」 を選定し，代替循環

冷却系を使用する場合及び格納容器ベントを使用する場合の両ケースについ

て確認している。  

ここではドライウェル及びサプレッションチェンバそれぞれからの漏えい

に対して，水素濃度が厳しくなる「上部ドライウェル機器搬入用ハッチ室」及

び「サプレッションチェンバ出入口室」の 2 箇所の局所エリアの確認を行う。 

ａ．評価条件 

局所エリアの水素挙動の解析ケースは，表 1.2.2 に示すとおりドライウェ

ル主フランジ（PCV 主フランジ）を含むシール部からの漏えいとし，評価シ

ナリオは，「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」

における代替循環冷却系を使用する場合とする。GOTHIC コードの原子炉格

納容器からの漏えい条件を表 1.2.6 に示す。 

原子炉格納容器圧力，原子炉格納容器温度及び原子炉格納容器内ガス組成

は，表 1.2.6 に示すとおり，「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器

過圧・過温破損）」のシナリオにおける代替循環冷却系を使用する場合にお

ける各パラメータを，原子炉建屋への水素漏えい量の観点でそれぞれ保守側

に包絡するように設定する。 

漏えい率については，AEC の評価式により算出される値を包絡する値とし

て, 原子炉格納容器圧力 2Pd 時の漏えい率（AEC 式にて約 1％/day）に余

裕を見た漏えい率として 1.5％/day とし，格納容器圧力が上昇していない

事象開始直後より 24 時間まで当該漏えい率を採用した。代替循環冷却系に

よる格納容器除熱後は，格納容器圧力を包絡する条件とした。 

また，評価対象の局所エリアを表 1.2.7，上部ドライウェル機器搬入用ハ

ッチ室及びサプレッションチェンバ出入口室解析モデルを図 1.2.16 及び図

1.2.17 にそれぞれ示す。 
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表 1.2.6 原子炉格納容器からの漏えい条件（ドライウェル）（局所エリア代替循環冷却系ケース） 

項目 
解析条件 

0～2.5 時間 2.5～4 時間 4～16 時間 16～24 時間 24～32 時間 32～72 時間 72～84 時間 84～168 時間 

圧力 
620kPa 

(2Pd) 

620kPa 

(2Pd) 

620kPa 

(2Pd) 

620kPa 

(2Pd) 

465kPa 

(1.5Pd) 

465kPa 

(1.5Pd) 

465kPa 

(1.5Pd) 

310kPa 

(1Pd) 

温度 200℃ 200℃ 200℃ 200℃ 200℃ 200℃ 200℃ 171℃ 

水蒸気分率 46vol% 69vol% 77vol% 68vol% 63vol% 57vol% 48vol% 40vol% 

水素分率 33vol% 10vol% 2vol% 11vol% 11vol% 17vol% 26vol% 26vol% 

窒素分率 21vol% 21vol% 21vol% 21vol% 26vol% 26vol% 26vol% 34vol% 

格納容器漏えい率 1.5%/day 1.5%/day 1.5%/day 1.5%/day 1.0%/day 1.0%/day 1.0%/day 0.75%/day 

 

表 1.2.6 原子炉格納容器からの漏えい条件（サプレッションチェンバ）（局所エリア代替循環冷却系ケース） 

項目 
解析条件 

0～1.5 時間 1.5～24 時間 24～84 時間 84～168 時間 

圧力 
620kPa 

(2Pd) 

620kPa 

(2Pd) 

465kPa 

(1.5Pd) 

310kPa 

(1Pd) 

温度 200℃ 200℃ 200℃ 171℃ 

水蒸気分率 55vol% 40vol% 39vol% 34vol% 

水素分率 24vol% 39vol% 35vol% 32vol% 

窒素分率 21vol% 21vol% 26vol% 34vol% 

格納容器漏えい率 1.5%/day 1.5%/day 1.0%/day 0.75%/day 
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表 1.2.7 評価対象の局所エリア 

階数 漏えい箇所 局所エリア名称 空間容積(m3) 

地上 2階 

東側 

上部ドライウェル 

機器搬入用ハッチ 
上部ドライウェル 

機器搬入用ハッチ室 
 

ISI 用ハッチ 

東側 
上部ドライウェル 

所員用エアロック 

上部ドライウェル 

所員用エアロック室 
 

地下 1階 西側 
サプレッション 

チェンバ出入口 

サプレッション 

チェンバ出入口室 
 

地下 2階 

東側 
下部ドライウェル 

機器搬入用ハッチ 

下部ドライウェル 

機器搬入用ハッチ室 
 

西側 
下部ドライウェル 

所員用エアロック 

下部ドライウェル 

所員用エアロック室 
 

 

枠囲みの内容は，機密事項に属しますので公開できません。 
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図 1.2.16 上部ドライウェル機器搬入用ハッチ室の解析モデル概略図及びメッシュ図 

 

枠囲みの内容は，機密事項に属しま

すので公開できません。 
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図 1.2.17 サプレッションチェンバ出入口室の解析モデル概略図及びメッシュ図 

給気ダクト

排気ダクト

扉開口部

サプレッションチェンバ出入口

 

枠囲みの内容は，機密事項に属しま

すので公開できません。 
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ｂ．評価結果 

「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」におけ

る代替循環冷却系を使用する場合の評価結果を図 1.2.18 及び図 1.2.19 に

示す。 

図 1.2.18 及び図 1.2.19 に示すとおり，局所エリアの水素濃度は上昇す

るものの，想定する全ての局所エリアの水素濃度が可燃限度（4.0vol％）

未満であることを確認した。 

 

 

 

 

図 1.2.18 上部ドライウェル機器搬入用ハッチ室の水素濃度推移（局所エリア代

替循環冷却系ケース） 

 

 

図 1.2.19 サプレッションチェンバ出入口室の水素濃度推移（局所エリア代替循

環冷却系ケース） 

ドライウェルの水素濃度は，炉心再冠水による水蒸気発生

により低下する。その後，格納容器スプレイによってドライウ

ェル圧力が低下し，サプレッション・チェンバの気体がドライウ

ェルに流入するため，ドライウェルの水素濃度は上昇する。 
上記のドライウェル水素濃度変化による変動。 
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（６）局所エリアの水素濃度を確認するために実施した解析ケース（格納容器

ベント） 

ａ．評価条件 

原子炉建屋内の水素挙動の解析ケースは，表 1.2.2 に示すとおりドライウ

ェル主フランジ（PCV 主フランジ）を含むシール部からの漏えいとし，評価

シナリオは，「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」

における格納容器ベントを使用する場合とする。GOTHIC コードの原子炉格

納容器からの漏えい条件を表 1.2.8 に示す。 

原子炉格納容器圧力，原子炉格納容器温度及び原子炉格納容器内ガス組成

は，表 1.2.8 に示すとおり，「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器

過圧・過温破損）」のシナリオにおける格納容器ベントを使用する場合にお

ける各パラメータを，原子炉建屋への水素漏えい量の観点でそれぞれ保守側

に包絡するように設定する。 

漏えい率については，AEC の評価式により算出される値を包絡する値とし

て, 原子炉格納容器圧力 2Pd 時の漏えい率（AEC 式にて約 1％/day）に余

裕を見た漏えい率として 1.5％/day とし，格納容器圧力が上昇していない

事象開始直後よりベント時間（38 時間）まで当該漏えい率を採用した。 

また，評価対象の局所エリア，上部ドライウェル機器搬入用ハッチ室及び

サプレッションチェンバ出入口室解析モデルは１．２．１（５）と同様とす

る。 
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表 1.2.8 原子炉格納容器からの漏えい条件（ドライウェル）（局所エリア格納容器ベントケース） 

項目 
解析条件 

0～1.5 時間 1.5～4 時間 4～16 時間 16～21 時間 21～32 時間 32～38 時間 38～168 時間 

圧力 620kPa(2Pd) 620kPa(2Pd) 620kPa(2Pd) 620kPa(2Pd) 620kPa(2Pd) 620kPa(2Pd) 155kPa(0.5Pd) 

温度 200℃ 200℃ 200℃ 200℃ 200℃ 200℃ 171℃ 

水蒸気分率 47vol% 63vol% 77vol% 71vol% 63vol% 59vol% 100vol% 

水素分率 32vol% 16vol% 2vol% 8vol% 16vol% 20vol% 0vol% 

窒素分率 21vol% 21vol% 21vol% 21vol% 21vol% 21vol% 0vol% 

格納容器漏えい率 1.5%/day 1.5%/day 1.5%/day 1.5%/day 1.5%/day 1.5%/day 0.5%/day 

 

表 1.2.8 原子炉格納容器からの漏えい条件（サプレッションチェンバ）（局所エリア格納容器ベントケース） 

項目 
解析条件 

0～1.5 時間 1.5～4 時間 4～16 時間 16～21 時間 21～32 時間 32～38 時間 38～168 時間 

圧力 620kPa(2Pd) 620kPa(2Pd) 620kPa(2Pd) 620kPa(2Pd) 620kPa(2Pd) 620kPa(2Pd) 155kPa(0.5Pd) 

温度 200℃ 200℃ 200℃ 200℃ 200℃ 200℃ 171℃ 

水蒸気分率 57vol% 45vol% 43vol% 43vol% 44vol% 44vol% 100vol% 

水素分率 22vol% 34vol% 36vol% 36vol% 35vol% 35vol% 0vol% 

窒素分率 21vol% 21vol% 21vol% 21vol% 21vol% 21vol% 0vol% 

格納容器漏えい率 1.5%/day 1.5%/day 1.5%/day 1.5%/day 1.5%/day 1.5%/day 0.5%/day 
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ｂ．評価結果 

「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」における格

納容器ベントを使用する場合の評価結果を図 1.2.20 及び図 1.2.21 に示す。 

図 1.2.20 及び図 1.2.21 に示すとおり，局所エリアの水素濃度は上昇するも

のの，想定する全ての局所エリアの水素濃度が可燃限度（4.0vol％）未満であ

ることを確認した。 

 

 

 

 

 

 

図 1.2.20 上部ドライウェル機器搬入用ハッチ室の水素濃度推移（局所エリア格納

容器ベントケース） 

 

 

図 1.2.21 サプレッションチェンバ出入口室の水素濃度推移（局所エリア格納容器

ベントケース） 

ドライウェルの水素濃度は，炉心再冠水による水蒸気発

生により低下する。その後，格納容器スプレイによってドラ

イウェル圧力が低下し，サプレッション・チェンバの気体がド

ライウェルに流入するため，ドライウェルの水素濃度は上昇

する。 
上記のドライウェル水素濃度変化による変動。 
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（７）局所エリアにおける可燃限界に対する裕度について 

原子炉建屋内の局所エリアにおける水素発生量を増加させた水素挙動の解析ケ

ースはドライウェル主フランジ（PCV 主フランジ）を含むシール部からの漏えい

とし，評価シナリオは，「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温

破損）」における代替循環冷却系を使用する場合及び格納容器ベントを使用する場

合の両ケースについて確認している。 

 

ａ．評価条件（代替循環冷却系） 

原子炉建屋内の局所エリアにおける水素発生量を増加させた水素挙動の解析

ケースはドライウェル主フランジ（PCV 主フランジ）を含むシール部からの漏え

いとし，評価シナリオは，「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・

過温破損）」における代替循環冷却系を使用する場合とする。 

格納容器漏えい率は有効性評価結果から得られた格納容器圧力及び温度を用

いてＡＥＣ式に基づき算出した。 

水素発生量は図 1.2.22 及び 1.2.23 に示すとおり，有効性評価（MAAP 評価）

の２倍相当の条件としている。 

また，その他解析条件及び解析モデル等については「１．２．１（５）」と同

様である。
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図 1.2.22 有効性評価の 2倍相当の条件におけるドライウェルの気相濃度（局所エ

リア水素発生量増加代替循環冷却系ケース） 

 

 
図 1.2.23 有効性評価の 2倍相当の条件におけるサプレッションチェンバの気相濃

度（局所エリア水素発生量増加代替循環冷却系ケース） 
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ｂ．評価結果（代替循環冷却系） 

代替循環冷却系を使用する場合のドライウェル主フランジ（PCV主フランジ）

を含むシール部からの漏えいケースにおける水素発生量を増加させた場合にお

ける上部ドライウェル機器搬入用ハッチ室及びサプレッションチェンバ出入口

室の水素挙動を図 1.2.24 および図 1.2.25 に示す。 

上部ドライウェル機器搬入用ハッチ室及びサプレッションチェンバ出入口室

は可燃限界４vol％に至らないことを確認し，想定する局所エリアで，水素発生

量を２倍とした場合においても，可燃限界４vol％に至らないことを確認した。 

 

図 1.2.24 上部ドライウェル機器搬入用ハッチ室の水素濃度推移（局所エリア水素

発生量増加代替循環冷却系ケース） 

 

図 1.2.25 サプレッションチェンバ出入口室の水素濃度推移（局所エリア水素発生

量増加代替循環冷却系ケース） 
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ｃ．評価条件（格納容器ベント） 

原子炉建屋内の局所エリアにおける水素発生量を増加させた水素挙動の解析

ケースはドライウェル主フランジを含むシール部からの漏えいとし，評価シナ

リオは，「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」にお

ける格納容器ベントを使用する場合とする。 

水素発生量は図 1.2.26 及び 1.2.27 に示すとおり，有効性評価（MAAP 評価）

の２倍相当の条件としている。 

また，その他解析条件及び解析モデル等については「１．２．１（６）」と同

様である。 
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図 1.2.26 有効性評価の 2倍相当の条件におけるドライウェルの気相濃度（局所エ

リア水素発生量増加格納容器ベントケース） 

 

 

 

図 1.2.27 有効性評価の 2倍相当の条件におけるサプレッションチェンバの気相濃

度（局所エリア水素発生量増加格納容器ベントケース） 
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ｄ．評価結果（格納容器ベント） 

格納容器ベントを使用する場合のドライウェル主フランジを含むシール部か

らの漏えいケースにおける水素発生量を増加させた場合における上部ドライウ

ェル機器搬入用ハッチ室及びサプレッションチェンバ出入口室の水素挙動を図

1.2.28 及び 1.2.29 に示す。 

水素濃度は事故後上昇し，その後 38 時間で，格納容器圧力逃がし装置により

原子炉格納容器内水素が排出される。上部ドライウェル機器搬入用ハッチ室及

びサプレッションチェンバ出入口室は可燃限界４vol％に至らないことを確認

し，想定する局所エリアで，水素発生量を２倍とした場合においても，可燃限

界４vol％に至らないことを確認した。 

 

図 1.2.28 上部ドライウェル機器搬入用ハッチ室の水素濃度推移（局所エリア水素

発生量増加格納容器ベントケース） 

 

図 1.2.29 サプレッションチェンバ出入口室の水素濃度推移（局所エリア水素発生

量増加格納容器ベントケース） 
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ｅ．局所エリアにおける可燃限界に対する裕度について 

新規性基準適合のための対応の中で，原子炉建屋の水素防護対策は相当程度

実施されている。しかしながら，水素挙動の評価については，一定の条件を仮

定したものであり，その結果には大きな不確かさを含んでいる。 

上記より局所エリアについて，不確かさの影響を考慮し，格納容器内に２倍

程度の水素が発生した場合においても，可燃限界までの裕度があることを確認

している。 

一方，それ以上の大きな不確かさについては，ATENA で実施されている自主的

な取り組みの一環として，中長期的な検討を行い，必要な措置を実施していく。 

 

（８）まとめ 

 下層階で水素ガスが漏えいした場合においても原子炉建屋全域で水素濃度が均

一化することを確認した 

 水素濃度が厳しくなる局所エリアで水素発生量が２倍になった場合においても，

水素濃度が可燃限界に至らないことを確認した 

 

これらのことから，原子炉建屋オペレーティングフロアでの格納容器ベント判断

は妥当であることを確認した。 
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１．２．２ 2.2vol％での判断が妥当であること 

ベント基準の判断においては，以下の事項を考慮する必要がある。 

 炉心損傷が生じた場合，改良 EPDM 製シール材の採用等により既許可申請におけ

る「添付書類十 追補 2.Ⅱ 原子炉格納容器の温度及び圧力に関する評価」で示

しているとおり格納容器耐性が向上していることを踏まえて，原子炉建屋水素

爆発防止のための原子炉格納容器ベントにおいても放射性物質の放出を可能な

限り遅延できること 

 原子炉格納容器ベント基準は「水素濃度計計器誤差」及び「原子炉格納容器ベ

ント基準到達後に遠隔操作にて速やかに原子炉格納容器ベントできない不測事

態発生に対する操作余裕時間」を考慮し，可燃限界（4vol％）に対して裕度が

ある基準であること 

 

適合性審査において，原子炉格納容器ベント基準である 2.2vol％には至らないこ

とを確認（ベースケース参照）している。また，可燃限界４vol％に対して，計器誤

差 1vol％を考慮しても，不測事態発生時の操作時間が確保されている。 

 

【原子炉建屋水素濃度 2.2vol%根拠】 

ベント基準水素濃度(2.2vol%）＝ 可燃限界(4vol%)－ 

(計器誤差 1vol%＋不測事態発生に対する操作余裕時間 0.8vol%) 

 

【ベント手順の成立性について】 

・原子炉建屋オペレーティングフロア水素濃度上昇率を 0.13vol％/h 程度※と仮

定している。 

※：設計漏えい率の６倍（9.0%/day）かつ PAR に期待しない場合の保守的な状

態を想定し，GOTHIC 解析で算出 

・上記のような，非常に保守的な条件を仮定する場合であっても，運転員は手順

に従い速やかに原子炉格納容器ベント操作に移行でき，かつ，要員の作業時間

を確保可能なことから，現状の手順で原子炉格納容器ベント対応できる。 

 

【不測事態発生に対する余裕時間について】 

・ベント基準到達後に遠隔操作にて速やかにベントできない場合，現場にて手動

ベントを実施するが，図 1.2.30 に示すとおり，その操作時間は約７５分である 

・上記に対し，不測事態発生に対する操作余裕時間(0.8vol%)は，0.13%/h×6ｈ＝

0.78%＜0.8%となり，非常に保守的な条件においても 6 時間程度の操作余裕時

間がある 
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図 1.2.30 格納容器圧力逃がし装置による原子炉格納容器内の減圧及び除熱（現場

操作）タイムチャート（W/W ベントの場合） 

 

「１．２．１」及び「１．２．２」から，原子炉建屋オペレーティングフロア水

素濃度 2.2vol％での判断は妥当であることを適合性審査の中で確認している。ただ

し，これらの判断においては，水素挙動の不確かさを考慮したうえで上記の結果が

変わらないこと（裕度があること）を確認する必要があるため，次頁以降の追加的

な評価を実施する。 
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２．ベント基準の裕度評価のための追加確認事項 

 

２．１ これまでの評価について 

「１．適合性審査を踏まえた確認事項」では，有効性評価（代替循環冷却系及び

原子炉格納容器ベントを使用する場合）条件において保守的な原子炉格納容器水素

発生量及び漏えい率を設定し，水素濃度評価を実施した。その結果，原子炉格納容

器ベント基準及び可燃限界に到達しないことを確認している。また，局所エリアに

ついては可燃限界に対する裕度があることを確認している。 

 

２．２ 追加確認事項 

原子炉建屋における水素爆発防止の原子炉格納容器ベント基準の裕度を確認す

る観点から，「１．適合性審査を踏まえた確認事項 １．２ 現状のベント基準の妥

当性について」における３つの観点をもとに，水素発生量を変化させた評価，PAR が

機能しないと想定した場合及び格納容器漏えい率を変化させた場合の評価，自主対

策設備である格納容器頂部注水系の使用を考慮した場合の評価を実施する。 
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２．３ 水素発生量を増加させた場合のベント基準との比較評価（代替循環冷却系） 

（１）評価条件 

原子炉建屋内の水素発生量を増加させた水素挙動の解析ケースはドライウェル

主フランジ（PCV 主フランジ）を含むシール部からの漏えいとし，評価シナリオ

は，「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」における代

替循環冷却系を使用する場合とする。 

原子炉格納容器内水素発生量を増加させたケースとして，水素発生量を有効燃

料長被覆管 100％（AFC100％）相当を包絡する 1.5 倍及び 3.0 倍相当とした場合

の解析条件について表 2.3.1 に示す。なお，原子炉格納容器からの水素発生量条

件以外については，「１．２．１（３）ベースケース解析（代替循環冷却）」の解

析条件及び解析モデルと同様である。 

図 2.3.1 及び 2.3.2 に有効性評価における水素発生量を 1.5 倍および 3.0 倍相

当とした場合の水素分率を示す。「１．２．１（３）」で示した循環冷却の原子炉

格納容器内のガス組成の矩形の包絡線は大きな保守性を持つことから，現実的な

評価条件に基づき感度解析を実施するため，図2.3.1及び図2.3.2に示すとおり，

原子炉格納容器内の気相濃度について包絡線を設定した。 

 

表 2.3.1 AFC100％相当を包絡する水素発生量における解析条件 

解析ケース 水素発生量 

ベースケース（有効性評価）※ 約 600kg 相当 

水素発生量 1.5 倍相当 約 900kg 相当 

水素発生量 3.0 倍相当 約 1800kg 相当 

（参考）有効燃料長被覆管 100％（AFC100％）相当での水素発生量：約 1600kg 

 

※：１．２．１（３）の評価では保守性を考慮した水素発生量を想定したが，本評価で

は有効性評価の水素発生量をベースケースとし，水素発生量を増加させた 

  

55



 

 

ベースケース（有効性評価） 

 

水素発生量 1.5 倍相当 

   

水素発生量 3.0 倍相当 

図 2.3.1 有効性評価（代替循環冷却系ケース）におけるドライウェルの気相濃度 
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ベースケース（有効性評価） 

 

水素発生量 1.5 倍相当 

   

水素発生量 3.0 倍相当 

図 2.3.2 有効性評価（代替循環冷却系ケース）におけるサプレッションチェンバの

気相濃度 
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（２）評価結果 

代替循環冷却系を使用する場合のドライウェル主フランジ（PCV 主フランジ）

を含むシール部からの漏えいケースの水素発生量を増加させた場合における原子

炉建屋オペレーティングフロアの水素挙動を図 2.3.3 に示す。 

 図 2.3.3 に示すとおり，水素濃度が 1.5vol%に到達した時点で PAR による水素

処理が開始されることにより，原子炉建屋オペレーティングフロア内の水素濃度

上昇が抑制され，原子炉建屋の水素濃度ベント基準に至らないことを確認した。 

 

 

図 2.3.3 原子炉建屋オペレーティングフロア水素濃度（水素発生量増加代替循環冷

却ケース） 
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２．４ 水素発生量を増加させた場合のベント基準との比較評価（格納容器ベント） 

（１）評価条件 

原子炉建屋内の水素発生量を増加させた水素挙動の解析ケースはドライウェル

主フランジ（PCV 主フランジ）を含むシール部からの漏えいとし，評価シナリオ

は，「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」における格

納容器ベントを使用する場合とする。 

原子炉格納容器内水素発生量を増加させたケースとして，水素発生量を有効燃

料長被覆管 100％（AFC100％）相当を包絡する 1.5 倍及び 3.0 倍相当とした場合

の解析条件について表 2.4.1 に示す。なお，原子炉格納容器からの水素発生量条

件以外については，「１．２．１（４）ベースケース解析（格納容器ベント）」の

解析条件及び解析モデルと同様である。 

図 2.4.1 及び 2.4.2 に有効性評価における水素発生量を 1.5 倍および 3.0 倍相

当とした場合の水素分率を示す。「１．２．１（４）」で示した格納容器ベントの

原子炉格納容器内の気相濃度の矩形の包絡線は大きな保守性を持つことから，現

実的な評価条件に基づき感度解析を実施するため，図 2.4.1 及び 2.4.2 に示すと

おり，原子炉格納容器内の気相濃度について包絡線を設定した。 

 

表 2.4.1 AFC100％相当を包絡する水素発生量における解析条件 

解析ケース 水素発生量 

ベースケース（有効性評価）※ 約 600kg 相当 

水素発生量 1.5 倍相当 約 900kg 相当 

水素発生量 3.0 倍相当 約 1800kg 相当 

（参考）有効燃料長被覆管 100％（AFC100％）相当での水素発生量：約 1600kg 

※：１．２．１（４）の評価では保守性を考慮した水素発生量を想定したが，本評価で

は有効性評価の水素発生量をベースケースとし，水素発生量を増加させた 
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ベースケース（有効性評価） 

 

水素発生量 1.5 倍相当 

 

水素発生量 3.0 倍相当 

図 2.4.1 有効性評価（格納容器ベントケース）におけるドライウェルの気相濃度 
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ベースケース（有効性評価） 

 

水素発生量 1.5 倍相当 

 

水素発生量 3.0 倍相当 

図 2.4.2 有効性評価（格納容器ベントケース）におけるサプレッションチェンバの

気相濃度 
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（２）評価結果 

格納容器ベントを使用する場合のドライウェル主フランジ（PCV 主フランジ）

を含むシール部からの漏えいケースの水素発生量を変化させた場合における原子

炉建屋オペレーティングフロアの水素挙動を図 2.4.3 に示す。 

水素発生量を変化させた場合では，水素濃度は，事故後 38 時間まで上昇し，そ

の後，ほぼ一定に推移する。これは，格納容器圧力逃がし装置により原子炉格納

容器内水素が排出されたためである。原子炉建屋オペレーティングフロアの水素

濃度は，原子炉建屋の水素濃度ベント基準に至らないことを確認した。 

なお，原子炉建屋オペレーティングフロアの水素濃度は PAR の動作開始濃度で

ある 1.5vol％以下であった。 

 

 
図 2.4.3 原子炉建屋オペレーティングフロア水素濃度（水素発生量増加格納容器ベ

ントケース） 
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２．５ PAR が機能しないと想定した場合のベント基準との比較評価（代替循環冷却

系） 

（１）評価条件 

原子炉建屋オペレーティングフロアの PAR が機能しないと想定した水素挙動の

解析ケースはドライウェル主フランジ（PCV 主フランジ）を含むシール部からの

漏えいとし，評価シナリオは，「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・

過温破損）」における代替循環冷却系を使用する場合とする。 

また，解析条件については，他の解析において反応開始水素濃度 1.5vol％とし

ていた PAR が機能しないと想定しており，その他の条件は，「１．２．１（３） ベ

ースケース解析（代替循環冷却系）」の解析条件と同等である。 
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（２）評価結果 

代替循環冷却系を使用する場合のドライウェル主フランジ（PCV 主フランジ）

を含むシール部からの漏えいケースの PAR が機能しないと想定した場合における

原子炉建屋オペレーティングフロアの水素挙動を図 2.5.1 に示す。 

PAR が機能しないと想定した場合においても，ベースケース（代替循環冷却系）

で原子炉建屋オペレーティングフロアの水素濃度が 2.2vol％に到達しないため，

原子炉建屋は水素濃度ベント基準に至らないことを確認した。 

 

 
図 2.5.1 原子炉建屋オペレーティングフロア水素濃度（PAR 機能しない代替循環冷

却ケース） 
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２．６ PAR が機能しないと想定した場合のベント基準との比較評価（格納容器ベン

ト） 

（１）評価条件 

原子炉建屋オペレーティングフロアの PAR が機能しないと想定した水素挙動の

解析ケースはドライウェル主フランジ（PCV 主フランジ）を含むシール部からの

漏えいとし，評価シナリオは，「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・

過温破損）」における格納容器ベントを使用する場合とする。 

また，解析条件については，他の解析において反応開始水素濃度 1.5vol％とし

ていた PAR が機能しないと想定しており，その他の条件は，「１．２．１（４） ベ

ースケース解析（格納容器ベント）」の解析条件と同等である。 
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（２）評価結果 

格納容器ベントを使用する場合のドライウェル主フランジ（PCV 主フランジ）

を含むシール部からの漏えいケースの PAR が機能しないと想定した場合における

原子炉建屋オペレーティングフロアの水素挙動を図 2.6.1 に示す。 

PAR が機能しないと想定した場合においても，ベースケース（格納容器ベント）

で原子炉建屋オペレーティングフロアの水素濃度が 2.2vol％に到達しないため，

原子炉建屋は水素濃度ベント基準に至らないことを確認した。 

なお，原子炉建屋オペレーティングフロアの水素濃度は PAR の動作開始濃度で

ある 1.5vol%以下であった。 

 

 

図 2.6.1 原子炉建屋オペレーティングフロア水素濃度（PAR 機能しない格納容器ベ

ントケース） 
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２．７ 格納容器漏えい率を変化させた場合のベント基準との比較評価（代替循環冷

却系） 

（１）評価条件 

原子炉建屋内の格納容器漏えい率を変化させた水素挙動の解析ケースはドライ

ウェル主フランジ（PCV 主フランジ）を含むシール部からの漏えいとし，評価シ

ナリオは，「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」にお

ける代替循環冷却を使用する場合とする。 

原子炉格納容器漏えい率を増加させたケースとして，「１．２．１（３）ベース

ケース解析（代替循環冷却系）」で示している有効性評価条件のベースケースの原

子炉格納容器漏えい率を増加させた解析条件を表 2.7.1 に示す。 

原子炉格納容器漏えい率以外の条件は，「１．２．１（３） ベースケース解析

（代替循環冷却）」の解析条件と同等であり，原子炉格納容器圧力，原子炉格納容

器温度及び原子炉格納容器内ガス組成は，各パラメータを，原子炉建屋への水素

漏えい量の観点でそれぞれ保守側に包絡するように設定する。 

また，漏えい率については，AEC の評価式により算出される値を包絡する値と

して, 原子炉格納容器圧力 2Pd 時の漏えい率（AEC 式にて約 1％/day）に余裕を

見た漏えい率として 1.5％/day をベースケースとし，格納容器圧力が上昇してい

ない事象開始直後より 24 時間後まで，格納容器圧力 2Pd 時の漏えい率（AEC 式に

て約 1.0%/day）に余裕を見た漏えい率 1.5%/day を評価条件とした。代替循環冷

却系による格納容器除熱後は，格納容器圧力を包絡する条件とした。 

 

表 2.7.1 各ケースの水素漏えい率 

ケース ０～２４時間 ２４～８４時間 ８４時間以降 

ベースケース 1.5%/day 1.0%/day 0.75%/day 

設計漏えい率２倍 3.0%/day 2.0%/day 1.5%/day 
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（２）評価結果 

代替循環冷却系を使用する場合のドライウェル主フランジ（PCV 主フランジ）

を含むシール部からの漏えいケースの格納容器漏えい率を変化させた場合におけ

る原子炉建屋オペレーティングフロアの水素挙動を図 2.7.1 に示す。 

図 2.7.1 に示すとおり，水素濃度が 1.5vol%に到達した時点で PAR による水素

処理が開始されることにより，原子炉建屋オペレーティングフロアの水素濃度上

昇が抑制され，原子炉建屋の水素濃度ベント基準に至らないことを確認した。 

 

 

図 2.7.1 原子炉建屋オペレーティングフロア水素濃度（漏えい率変化代替循環冷却

ケース） 
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２．８ 格納容器漏えい率を変化させた場合のベント基準との比較評価（格納容器ベ

ント） 

（１）評価条件 

原子炉建屋内の格納容器漏えい率を変化させた水素挙動の解析ケースはドライ

ウェル主フランジ（PCV 主フランジ）を含むシール部からの漏えいとし，評価シ

ナリオは，「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」にお

ける格納容器ベントを使用する場合とする。 

原子炉格納容器漏えい率を増加させたケースとして，「１．２．１（４）ベース

ケース解析（格納容器ベント）」で示している有効性評価条件のベースケースの原

子炉格納容器漏えい率を増加させた解析条件を表 2.8.1 に示す。 

原子炉格納容器漏えい率以外の条件は，「１．２．１（４） ベースケース解析

（格納容器ベント）」の解析条件と同等であり，原子炉格納容器圧力，原子炉格納

容器温度及び原子炉格納容器内ガス組成は，各パラメータを，原子炉建屋への水

素漏えい量の観点でそれぞれ保守側に包絡するように設定する。 

また，漏えい率については，AEC の評価式により算出される値を包絡する値と

して, 原子炉格納容器圧力 2Pd 時の漏えい率（AEC 式にて約 1％/day）に余裕を

見た漏えい率として 1.5％/day をベースケースとし，格納容器圧力が上昇してい

ない事象開始直後よりベント時間（38 時間）まで当該漏えい率を採用した。 

 

表 2.8.1 各ケースの水素漏えい率 

ケース ０～３８時間 ３８時間以降 

ベースケース 1.5%/day 0.5%/day 

設計漏えい率２倍 3.0%/day 1.0%/day 
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（２）評価結果 

格納容器ベントを使用する場合のドライウェル主フランジ（PCV 主フランジ）

を含むシール部からの漏えいケースの格納容器漏えい率を変化させた場合におけ

る原子炉建屋オペレーティングフロアの水素挙動を図 2.8.1 に示す。 

図 2.8.1 に示すとおり，水素濃度が 1.5vol%に到達した時点で PAR による水素

処理が開始されることにより，原子炉建屋オペレーティングフロアの水素濃度上

昇が抑制され，原子炉建屋の水素濃度ベント基準に至らないことを確認した。 

 

 

 

 

図 2.8.1 原子炉建屋オペレーティングフロア水素濃度（漏えい率変化格納容器ベン

トケース）  
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２．９ 自主対策設備の使用を考慮した解析ケース（代替循環冷却系） 

格納容器頂部注水系は，自主対策設備として設置しており，格納容器温度 171℃

到達で注水する手順としている。評価シナリオ「雰囲気圧力・温度による静的負荷

（格納容器過圧・過温破損）」における代替循環冷却系を使用する場合において，格

納容器温度が 171℃を超過するため，以下のとおり格納容器頂部注水系の使用を考

慮したケースについて，原子炉建屋内の水素挙動解析結果に基づいて確認した。 

  

（１）評価条件 

原子炉建屋内の自主対策設備の使用を考慮した水素挙動の解析ケースはドライ

ウェル主フランジ（PCV 主フランジ）を除くシール部からの漏えいとし，評価シ

ナリオは，「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」にお

ける代替循環冷却系を使用する場合とする。 

また，原子炉格納容器漏えい想定箇所以外の格納容器漏えい率，原子炉格納容

器内水素発生量及び PAR 反応開始水素濃度等については，「１．２．１（３）ベー

スケース解析（代替循環冷却系）」と同様である。 

なお，漏えい想定箇所については，格納容器頂部注水系による原子炉ウェル注

水手段を考慮したものであり，ドライウェル主フランジ（PCV 主フランジ）から

の漏えい量がそれ以外の各フロアのフランジ部，エアロックに等価に分配される

とは考えにくいが保守的に漏えい量を分配している。水素漏えい量の分配条件に

ついて，表 2.9.1 に示す。 

本ケースでは原子炉格納容器ドライウェル主フランジ（PCV 主フランジ）から

リークは想定せず，それ以外の各フロアのフランジ部，エアロックから開口部周

長の割合に応じて漏えいすることを想定する。 

 

表 2.9.1 自主対策設備の使用を考慮した解析ケースにおける漏えい箇所と漏

えい割合 

 

  

枠囲みの内容は，機密事項に属しますので公開できません。 
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（２）評価結果 

代替循環冷却系を使用する場合の格納容器頂部注水系（自主対策設備）使用を

考慮したドライウェル主フランジ（PCV 主フランジ）を除くシール部からの漏え

いケースにおける原子炉建屋内の水素挙動を図 2.9.1 に示す。 

原子炉建屋オペレーティングフロアにおける水素濃度が 1.5vol%に到達した時

点で PAR による水素処理が開始されることにより，原子炉建屋内の水素濃度上昇

が抑制されることにより，原子炉建屋オペレーティングフロア以外の水素濃度が

「１．２．１（３）ベースケース（代替循環冷却系）」に比べわずかに高く推移す

るが下層階においても可燃限界に到達せず，原子炉建屋は水素濃度ベント基準に

至らないことを確認した。 

よって，自主対策設備である格納容器頂部注水系の使用を考慮し，保守的に下

層階のみへ漏えいする場合においても，原子炉建屋内の水素濃度は，水素濃度ベ

ント基準に至らないことを確認した。 

 

図 2.9.1 原子炉建屋内水素濃度（自主対策設備考慮代替循環冷却ケース） 
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２．１０ 自主対策設備の使用を考慮した解析ケース（格納容器ベント） 

格納容器頂部注水系は，自主対策設備として設置しており，格納容器温度 171℃

到達で注水する手順としている。評価シナリオ「雰囲気圧力・温度による静的負荷

（格納容器過圧・過温破損）」における格納容器ベントを使用する場合において，格

納容器温度が 171℃を超過するため， 以下のとおり使用を考慮したケースについて，

原子炉建屋内の水素挙動解析結果に基づいて確認した。 

 

（１）評価条件 

原子炉建屋内の自主対策設備の使用を考慮した水素挙動の解析ケースはドライ

ウェル主フランジ（PCV 主フランジ）を除くシール部からの漏えいとし，評価シ

ナリオは，「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」にお

ける格納容器ベントを使用する場合とする。 

また，原子炉格納容器漏えい想定箇所以外の格納容器漏えい率，原子炉格納容

器内水素発生量及び PAR 反応開始水素濃度等については，「１．２．１（４）ベー

スケース解析（格納容器ベント）」と同様である。なお，漏えい想定箇所について

は，格納容器頂部注水系による原子炉ウェル注水手段を考慮したものであり，ド

ライウェル主フランジ（PCV 主フランジ）からの漏えい量がそれ以外の各フロア

のフランジ部，エアロックに等価に分配されるとは考えにくいが保守的に漏えい

量を分配している。水素漏えい量の分配条件については「２．９（１）自主対策

設備の使用を考慮した解析ケース（代替循環冷却系）」と同様である。 

本ケースでは原子炉格納容器ドライウェル主フランジ（PCV 主フランジ）から

リークは想定せず，それ以外の各フロアのフランジ部，エアロックから開口部周

長の割合に応じて漏えいすることを想定する。 
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（２）評価結果 

格納容器ベント系を使用する場合の格納容器頂部注水系（自主対策設備）使用

を考慮したドライウェル主フランジ（PCV 主フランジ）を除くシール部からの漏

えいケースにおける原子炉建屋内の水素挙動を図 2.10.1 に示す。 

格納容器ベントにより原子炉建屋内の水素濃度上昇が抑制されることにより，

原子炉建屋オペレーティングフロア以外の水素濃度が「１．２．１（４）ベース

ケース（格納容器ベント）」に比べわずかに高く推移するが下層階の水素濃度は十

分低いことを確認した。 

よって，自主対策設備である格納容器頂部注水系の使用を考慮し，保守的に下

層階のみへ漏えいする場合においても，原子炉建屋内の水素濃度は，下層階も含

めて 1.5vol％以下であり，原子炉建屋は水素濃度ベント基準に至らないことを確

認した。 

 

図 2.10.1 原子炉建屋内水素濃度（自主対策設備考慮格納容器ベントケース） 
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２．１１ まとめ 

 

 水素発生量が有効性評価の 3 倍（約 1800 ㎏相当，AFC100％[約 1600 ㎏]）の評

価条件であっても，原子炉建屋オペレーティングフロア水素濃度はベント基準

に到達しない 

 

 PAR が機能しないと想定した場合及び設計漏えい率の２倍（3.0%/day）の漏えい

が発生した場合においても，原子炉建屋オペレーティングフロア水素濃度はベ

ント基準に到達しない 

 

 自主対策設備である格納容器頂部注水系の使用を考慮した場合においても，原

子炉建屋オペレーティングフロア水素濃度はベント基準に到達しない 

 

上記より，水素の不確かさを踏まえても，十分に余裕がある判断基準となってい

ることが確認された。 
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参考資料 

 

 

局所エリアの状況 
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枠囲みの内容は，機密事項に属しますので公開できません。 

原子炉格納容器から原子炉建屋へ水素漏えいが想定される箇所には，直接漏え

いが発生する小部屋形状となっている箇所（以下，「局所エリア」という。）があ

る（第１表）。 

 

第１表 局所エリア 

階数 漏えい箇所 
 

局所エリア 
 

周長 空間容積 

地上

２階 

東側 

上部ドライウェル 

機器搬入用ハッチ 

 

 

 

 

 

 

上部ドライウェル機器

搬入用ハッチ室 

 

 

 

 

 

ＩＳＩ用ハッチ 

東側 
上部ドライウェル 

所員用エアロック 

上部ドライウェル所員

用エアロック室 

地下

１階 
西側 

サプレッションチェ

ンバ出入口 

サプレッションチェン

バ出入口室 

地下

２階 

東側 
下部ドライウェル 

機器搬入用ハッチ 

下部ドライウェル機器

搬入用ハッチ室 

西側 
下部ドライウェル 

所員用エアロック 

下部ドライウェル所員

用エアロック室 

 

以降に，各局所エリアの状況を示す。 
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枠囲みの内容は，機密事項に属しますので公開できません。 

１．上部ドライウェル機器搬入用ハッチ室 

上部ドライウェル機器搬入用ハッチ室は，定期検査時に原子炉格納容器内に機

器等を搬入するためのエリアで，専用ハッチ（機器搬入用ハッチ及びＩＳＩ用ハ

ッチ）があり，原子炉格納容器に直接つながる構造である。なお，通常運転時に

おいて使用用途はなく，入室不可（遮蔽扉が全閉状態）である。 

上部ドライウェル機器搬入用ハッチ室の配置を第 1図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１図 上部ドライウェル機器搬入用ハッチ室 

 

上部ドライウェル機器搬入用ハッチ室は，遮蔽扉と躯体との隙間に生じる開口

部を通じて，原子炉建屋２階の周回通路とつながっており，原子炉建屋２階の周

回通路は，大物搬入口ハッチ，空調の給・排気ダクトを通じて原子炉建屋オペレ

ーティングフロア（以下，「オペフロ」という。）とつながっている。また，排気

ダクトを通じて原子炉建屋オペフロへつながっている。 

上部ドライウェル機器搬入用ハッチ室の開口部状況を第２図に，上部ドライウ

ェル機器搬入用ハッチ室より排出された水素の移行経路を第３図に，上部ドライ

ウェル機器搬入用ハッチ室より排出された水素の排出経路を第４図に示す。また，

原子炉建屋水素挙動解析における開口部の扱いを第２表に示す。 
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枠囲みの内容は，機密事項に属しますので公開できません。 

第２表 原子炉建屋水素挙動解析における開口部の扱い 

開口部 
(丸数字は第２図及び 

第３図に対応) 
大きさ 原子炉建屋水素挙動解析での扱い 

①給気口 
（周回通路と接続） 

 

 

 

グラビティダンパ※を設置しているた

め，開口として扱わない 

②遮蔽扉 
（周回通路と接続） 

解析上の水素排出口（遮蔽扉と躯体の

隙間の開口面積を考慮） 

③排気口 
（排気ダクトと接続） 

解析上の水素排出口 

※：逆流防止用で片方向からの風のみを通す目的で設置 

 

 

第２図 上部ドライウェル機器搬入用ハッチ室の開口部状況（イメージ） 
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枠囲みの内容は，機密事項に属しますので公開できません。 

 

第３図 上部ドライウェル機器搬入用ハッチ室から排出された水素の移行経路 

 

 

第４図 上部ドライウェル機器搬入用ハッチ室から排出された水素の排出経路（イメー

ジ） 
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枠囲みの内容は，機密事項に属しますので公開できません。 

２．上部ドライウェル所員用エアロック室 

上部ドライウェル所員用エアロック室は，定期検査時に原子炉格納容器内に出

入するためのエリアで，当該エリアにハッチ（所員用エアロック）があり，原子

炉格納容器に直接つながる構造である。なお，通常運転時において使用用途はな

く，入室不可（扉施錠管理）である。 

上部ドライウェル所員用エアロック室の配置を第５図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５図 上部ドライウェル所員用エアロック室 

 

上部ドライウェル所員用エアロック室は，給気ダクトを通じて，原子炉建屋２

階の周回通路とつながっており，原子炉建屋２階の周回通路は，大物搬入口ハッ

チ，空調の給・排気ダクトを通じて原子炉建屋オペフロとつながっている。また，

排気ダクトを通じて原子炉建屋オペフロへつながっている。 

上部ドライウェル所員用エアロック室の開口部状況を第６図に，上部ドライウ

ェル所員用エアロック室より排出された水素の移行経路を第７図に，上部ドライ

ウェル所員用エアロック室より排出された水素の排出経路を第８図に示す。また，

原子炉建屋水素挙動解析における開口部の扱いを第３表に示す。 
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枠囲みの内容は，機密事項に属しますので公開できません。 

第３表 原子炉建屋水素挙動解析における開口部の扱い 

開口部 
(丸数字は第６図及び 

第７図に対応) 
大きさ 原子炉建屋水素挙動解析での扱い 

①給気口 
（周回通路と接続）  

 

解析上の水素排出口 

②排気口 
（排気ダクトと接続） 

解析上の水素排出口 

 

 

 

第６図 上部ドライウェル所員用エアロック室の開口部状況（イメージ） 
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枠囲みの内容は，機密事項に属しますので公開できません。 

 

第７図 上部ドライウェル所員用エアロック室から排出された水素の移行経路 

 

 

第８図 上部ドライウェル所員用エアロック室から排出された水素の排出経路（イメー

ジ） 
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枠囲みの内容は，機密事項に属しますので公開できません。 

３．サプレッションチェンバ出入口室 

サプレッションチェンバ出入口室は，定期検査時にサプレッションチェンバ内

に出入するためのエリアで，当該エリアにハッチ（サプレッションチェンバ出入

口）があり，原子炉格納容器に直接つながる構造である。なお，通常運転時にお

いて使用用途はなく，入室不可（扉施錠管理）である。 

サプレッションチェンバ出入口室の配置を第９図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第９図 サプレッションチェンバ出入口室 

 

サプレッションチェンバ出入口室は，給気ダクトならびに扉に設けられた開口

部を通じて，原子炉建屋地下１階の周回通路とつながっており，原子炉建屋地下

１階の周回通路は，地下ハッチ・大物搬入口ハッチ，空調の給・排気ダクトを通

じて原子炉建屋オペフロとつながっている。また，排気ダクトを通じて原子炉建

屋オペフロへつながっている。 

サプレッションチェンバ出入口室の開口部状況を第１０図に，サプレッション

チェンバ出入口室より排出された水素の移行経路を第１１図に，サプレッション

チェンバ出入口室より排出された水素の排出経路を第１２図に示す。また，原子

炉建屋水素挙動解析における開口部の扱いを第４表に示す。 
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枠囲みの内容は，機密事項に属しますので公開できません。 

第４表 原子炉建屋水素挙動解析における開口部の扱い 

開口部 
(丸数字は第１０図及び 

第１１図に対応) 
大きさ 

原子炉建屋水素挙動解析での 
扱い 

①給気口 
（周回通路と接続） 

 

 

 

解析上の水素排出口 

②扉 
（周回通路と接続） 

解析上の水素排出口（扉に設置され

た開口部の開口面積を考慮） 

③排気口 
（排気ダクトと接続） 

解析上の水素排出口 

 

 

 

第１０図 サプレッションチェンバ出入口室の開口部状況（イメージ） 
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枠囲みの内容は，機密事項に属しますので公開できません。 

 

第１１図 サプレッションチェンバ出入口室から排出された水素の移行経路 

 

 

第１２図 サプレッションチェンバ出入口室から排出された水素の排出経路（イメージ） 
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枠囲みの内容は，機密事項に属しますので公開できません。 

４．下部ドライウェル機器搬入用ハッチ室 

下部ドライウェル機器搬入用ハッチ室は，定期検査時に原子炉格納容器内に機

器等を搬入するためのエリアで，専用ハッチ（機器搬入用ハッチ）があり，原子

炉格納容器に直接つながる構造である。なお，通常運転時において使用用途はな

く，入室不可（遮蔽扉が全閉状態）である。下部ドライウェル機器搬入用ハッチ

室の配置を第１３図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１３図 下部ドライウェル機器搬入用ハッチ室 

 

下部ドライウェル機器搬入用ハッチ室は，遮蔽扉と躯体との隙間に生じる開口

部を通じて，原子炉建屋地下２階の RIP 補修エリアとつながっており，原子炉建

屋地下２階の RIP 補修エリアは，空調の給・排気ダクトを通じて原子炉建屋オペ

フロとつながっている。また，排気ダクトを通じて原子炉建屋オペフロへつなが

っている。 

下部ドライウェル機器搬入用ハッチ室の開口部状況を第１４図に，下部ドライ

ウェル機器搬入用ハッチ室より排出された水素の移行経路を第１５図に，下部ド

ライウェル機器搬入用ハッチ室より排出された水素の排出経路を第１６図に示

す。また，原子炉建屋水素挙動解析における開口部の扱いを第５表に示す。 
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枠囲みの内容は，機密事項に属しますので公開できません。 

第５表 原子炉建屋水素挙動解析における開口部の扱い 

開口部 
(丸数字は第１４図及び 

第１５図に対応) 
大きさ 

原子炉建屋水素挙動解析での 
扱い 

①給気口 
（周回通路と接続） 

 

 
 

グラビティダンパ※を設置してい
るため，開口として扱わない 

②遮蔽扉 
（RIP 補修エリアと接続） 

解析上の水素排出口（遮蔽扉と躯体

の隙間の開口面積を考慮） 

③排気口 
（排気ダクトと接続） 

解析上の水素排出口 

※：逆流防止用で片方向からの風のみを通す目的で設置 

 

 

第１４図 下部ドライウェル機器搬入用ハッチ室の開口部状況（イメージ） 
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枠囲みの内容は，機密事項に属しますので公開できません。 

 

第１５図 下部ドライウェル機器搬入用ハッチ室から排出された水素の移行経路 

 

 

第１６図 下部ドライウェル機器搬入用ハッチ室から排出された水素の排出経路（イメー

ジ） 
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枠囲みの内容は，機密事項に属しますので公開できません。 

５．下部ドライウェル所員用エアロック室 

下部ドライウェル所員用エアロック室は，定期検査時に原子炉格納容器内に出

入するためのエリアで，当該エリアにハッチ（所員用エアロック）があり，原子

炉格納容器に直接つながる構造である。なお，通常運転時において使用用途はな

く，入室不可（扉施錠管理）である。 

下部ドライウェル所員用エアロック室の配置を第１７図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１７図 下部ドライウェル所員用エアロック室 

 

下部ドライウェル所員用エアロック室は，扉に設けられた開口部を通じて，原

子炉建屋地下２階の周回通路とつながっており，原子炉建屋地下２階の周回通路

は，地下ハッチ・大物搬入口ハッチ，空調の給・排気ダクトを通じて原子炉建屋

オペフロとつながっている。また，給・排気ダクトを通じて原子炉建屋オペフロ

へつながっている。 

下部ドライウェル所員用エアロック室の開口部状況を第１８図に，下部ドライ

ウェル所員用エアロック室より排出された水素の移行経路を第１９図に，下部ド

ライウェル所員用エアロック室より排出された水素の排出経路を第２０図に示

す。また，原子炉建屋水素挙動解析における開口部の扱いを第６表に示す。 
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枠囲みの内容は，機密事項に属しますので公開できません。 

第６表 原子炉建屋水素挙動解析における開口部の扱い 

開口部 
(丸数字は第１８図及び 

第１９図に対応) 
大きさ 原子炉建屋水素挙動解析での扱い 

①給気口 
（給気ダクトと接続） 

 解析上の水素排出口 

②給気口 
（給気ダクトと接続） 

 解析上の水素排出口 

③扉 
（周回通路と接続） 

 
解析上の水素排出口（扉に設置された

開口部の開口面積を考慮） 

④給気口 
（給気ダクトと接続） 

 解析上の水素排出口 

⑤排気口 
（排気ダクトと接続） 

 解析上の水素排出口 
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枠囲みの内容は，機密事項に属しますので公開できません。 

 

第１８図 下部ドライウェル所員用エアロック室の開口部状況（イメージ） 
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枠囲みの内容は，機密事項に属しますので公開できません。 

 

 

第１９図 下部ドライウェル所員用エアロック室から排出された水素の移行経路 
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枠囲みの内容は，機密事項に属しますので公開できません。 

 

第２０図 下部ドライウェル所員用エアロック室から排出された水素の排出経路（イメー

ジ） 

 

94



 

添付資料－５ 

 

 

 

 

 

 

柏崎刈羽原子力発電所７号炉 

 

ＬＣＯ等の設定について 

 

 

 

 

 

 

 

 

２０２３年６月 

東京電力ホールディングス株式会社 

 

95



 
目   次 

 

 

 

１．ＬＣＯ等の設定について 

２．柏崎刈羽原子力発電所保安規定へ規定するＬＣＯ等について 

３．設備の位置付けを踏まえたＬＣＯ等の設定方針について 

４．保安規定記載内容の説明 

  

96



 
１．ＬＣＯ等の設定について 

保安規定審査基準（運転）では，原子炉施設の重要な機能に関して，安全機能を

有する系統，機器及び重大事故等対処設備等について，運転状態に対応したＬＣＯ，

サーベイランス，要求される措置及びＡＯＴ（以下，「ＬＣＯ等」という。）を設定

し保安規定へ規定することが求められている。 

設置許可基準規則解釈等の改正を踏まえ，ＬＣＯ等を設定する考え方について記

載する。 

 

２．柏崎刈羽原子力発電所保安規定へ規定するＬＣＯ等について 

設置許可基準規則解釈及び技術基準規則解釈の改正に伴い，「添付資料－４ 水

素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備について」に記載の通

り，格納容器圧力逃がし装置について，設置許可基準規則第５３条及び技術基準

規則第６８条（水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備）に適

合するために必要な設備としての位置付けを明確化する。そのため，保安規定審

査基準（運転）に従い，柏崎刈羽原子力発電所保安規定第６６条（重大事故等対

処設備）に水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備として，格

納容器圧力逃がし装置のＬＣＯ等を規定する。（下線部は設置許可基準規則解釈に

おける追加要求事項を示す。） 

なお，設置許可基準規則第５３条解釈及び技術基準規則第６８条解釈の改正内

容は同様であるため，以降，設置許可基準規則第５３条を基に説明する。 

 

【保安規定審査基準（運転）】 

７．発電用原子炉施設の重要な機能に関して、安全機能を有する系統及び機器、重大事

故等対処設備（特定重大事故等対処施設を構成する設備を含む。）等について、運転

状態に対応した運転上の制限（Limiting Conditions for Operation。以下「ＬＣＯ」

という。）、ＬＣＯを逸脱していないことの確認（以下「サーベイランス」という。）

の実施方法及び頻度、ＬＣＯを逸脱した場合に要求される措置（以下単に「要求され

る措置」という。）並びに要求される措置の完了時間（Allowed Outage Time。以下 

「ＡＯＴ」という。）が定められていること。 

なお、ＬＣＯ等は、許可を受けたところによる安全解析の前提条件又はその他の設

計条件を満足するように定められていること。 
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【設置許可基準規則】 

（水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備） 

第五十三条 発電用原子炉施設には、炉心の著しい損傷が発生した場合において原子

炉建屋その他の原子炉格納容器から漏えいする気体状の放射性物質を格納するため

の施設（以下「原子炉建屋等」という。）の水素爆発による損傷を防止する必要があ

る場合には、水素爆発による当該原子炉建屋等の損傷を防止するために必要な設備

を設けなければならない。 

（解釈） 

１ 第５３条に規定する「水素爆発による当該原子炉建屋等の損傷を防止するために必

要な設備」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行う

ための設備をいう。 

ａ）原子炉格納容器の構造上、炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉格納

容器内の水素濃度が高くなり、高濃度の水素ガスが原子炉格納容器から漏えいす

るおそれのある発電用原子炉施設には、原子炉格納容器から原子炉建屋等への水

素ガスの漏えいを抑制し、原子炉建屋等内の水素濃度の上昇を緩和するための設

備として、次に掲げるところにより、原子炉格納容器から水素ガスを排出すること

ができる設備を設置すること。この場合において、当該設備は、本規程第５０条の

規定により設置する格納容器圧力逃がし装置と同一設備であってもよい。 

ⅰ）その排出経路での水素爆発を防止すること。 

ⅱ）排気中の水素濃度を測定することができる設備を設けること。 

ⅲ）ⅰ）及びⅱ）に掲げるもののほか、本規程第５０条３ｂ）ⅰ）からⅺ）までの

規定に準ずること。 

ｂ）水素濃度制御設備（制御により原子炉建屋等で水素爆発のおそれがないことを示

すこと。）又は原子炉建屋等から水素ガスを排出することができる設備（動的機器

等に水素爆発を防止する機能を付けること。放射性物質低減機能を付けること。）

を設置すること。 

ｃ）想定される事故時に水素濃度が変動する可能性のある範囲で推定できる監視設

備を設置すること。 

ｄ）これらの設備は、交流又は直流電源が必要な場合は代替電源設備からの給電を可

能とすること。 
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【技術基準規則】 

（水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備） 

第六十八条 発電用原子炉施設には、炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉建

屋その他の原子炉格納容器から漏えいする気体状の放射性物質を格納するための施設

（以下「原子炉建屋等」という。）の水素爆発による損傷を防止する必要がある場合に

は、水素爆発による当該原子炉建屋等の損傷を防止するために必要な設備を施設しなけ

ればならない。 

（解釈） 

１ 第６８条に規定する「水素爆発による当該原子炉建屋等の損傷を防止するために必要

な設備」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行うため

の設備をいう。 

ａ）原子炉格納容器の構造上、炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉格納容

器内の水素濃度が高くなり、高濃度の水素ガスが原子炉格納容器から漏えいするおそ

れのある発電用原子炉施設には、原子炉格納容器から原子炉建屋等への水素ガスの漏

えいを抑制し、原子炉建屋等内の水素濃度の上昇を緩和するための設備として、次に

掲げるところにより、原子炉格納容器から水素ガスを排出することができる設備を設

置すること。この場合において、当該設備は、本規程第６５条の規定により設置する

格納容器圧力逃がし装置と同一設備であってもよい。 

ⅰ）その排出経路での水素爆発を防止すること。 

ⅱ）排気中の水素濃度を測定することができる設備を設けること。 

ⅲ）ⅰ）及びⅱ）に掲げるもののほか、本規程第６５条３ｂ）ⅰ）から xi）までの規

定に準ずること。 

ｂ）水素濃度制御設備（制御により原子炉建屋等で水素爆発のおそれがないことを示す

こと。）又は原子炉建屋等から水素ガスを排出することができる設備（動的機器等に

水素爆発を防止する機能を付けること。放射性物質低減機能を付けること。）を設置

すること。 

ｃ）想定される事故時に水素濃度が変動する可能性のある範囲で推定できる監視設備を

設置すること。 

ｄ）これらの設備は、交流又は直流電源が必要な場合は代替電源設備からの給電を可能

とすること。 
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３．設備の位置付けを踏まえたＬＣＯ等の設定方針について 

水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備として，格納容器圧

力逃がし装置のＬＣＯ等を規定するうえで，以下の事項を考慮する。 

 

 設置許可基準規則第５３条の要求に対してＬＣＯ等の対象とする系統・機

器は，同規則第５０条等の規定により設置する格納容器圧力逃がし装置に

ついて，第５３条に適合するために必要な設備としての位置付けを明確化

することから，既認可の保安規定と同一の系統・機器を対象とする。な

お，これらの系統・機器については同規則第５３条に適合するために必要

な主要な設備である以下の設備が含まれている。 

第５３条（水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備）の主要

な重大事故等対処設備 

系統機能 設備 

格納容器圧力逃がし装置による原子炉

格納容器内の水素の排出 

フィルタ装置 

よう素フィルタ 

ラプチャーディスク 

フィルタ装置水素濃度 

 

 既認可の保安規定第６６条（重大事故等対処設備）表６６－８において，

水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備として，静的触

媒式水素再結合器及び原子炉建屋内の水素濃度監視に関するＬＣＯ等が規

定されている。一方，今回新たにＬＣＯ等を設定する格納容器圧力逃がし

装置については，設置許可基準規則等で示される多様な目的に対して，同

一の設備を使用して対処することから，それらの目的に対して一括りにし

て整理することにより，格納容器圧力逃がし装置が動作不能となった場合

でも，速やかにＬＣＯ等の判断ができるよう，保安規定上で明確にしてい

る。これを踏まえ，保安規定第６６条（重大事故等対処設備）のうち，格

納容器圧力逃がし装置について規定されている表６６－５において，当該

設備が水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備であるこ

とを明確化する。 

対象設備 既許可申請書の適合条文 

格納容器圧力逃がし装置 

・第４８条（最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備） 

・第５０条（原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備） 

・第５２条（水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための

設備） 

 

 既認可の保安規定第６６条（重大事故等対処設備）において，水素爆発に

よる原子炉建屋等の損傷を防止するための設備である静的触媒式水素再結
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合器及び原子炉建屋内の水素濃度監視については，適用される原子炉の状

態を「運転，起動，高温停止，冷温停止，燃料交換※１」としている。一方

で，今回新たにＬＣＯ等を設定する格納容器圧力逃がし装置については，

原子炉格納容器から原子炉建屋への水素ガスの漏えいを抑制し，原子炉建

屋内の水素濃度の上昇を緩和するため，原子炉格納容器から水素ガスを排

出する設備であることから，原子炉格納容器の破損が発生する可能性のあ

る期間を機能維持期間として適用する必要がある。原子炉格納容器につい

ては，冷温停止及び燃料交換の期間において，点検等を実施するためにハ

ッチ等が開放された状態となる。そのため，格納容器圧力逃がし装置に運

転上の制限が適用される原子炉の状態としては，既認可の保安規定と同一

の範囲である「運転，起動，高温停止」とする。 

 

※１：原子炉が次に示す状態となった場合は適用しない。 

（１）原子炉水位がオーバーフロー水位付近で，かつプールゲートが開の場合 

（２）原子炉内から全燃料が取出され，かつプールゲートが閉の場合 

 

４．保安規定記載内容の説明 

保安規定の記載内容について説明する。「黒字（赤下線）」により，既認可の保

安規定からの変更内容を記載する。 
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保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 

 

表６６－５ 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備 

原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備 

水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備 

水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備 

 

６６－５－１ 格納容器圧力逃がし装置 ① 

（１）運転上の制限 

項 目 ② 運転上の制限 ③ 

格納容器圧力逃がし装置 格納容器圧力逃がし装置が動作可能であること※１※２ 

 

適用される 

原子炉の状態④ 
設 備 ⑤ 所要数 ⑥ 

運  転 

起  動 

高温停止 

フィルタ装置 １個 

よう素フィルタ ２個 

ラプチャーディスク ２個 

遠隔空気駆動弁操作用ボンベ  ２本※３ 

スクラバ水ｐＨ制御設備 １式 

ドレン移送ポンプ １台 

ドレンタンク １基 

フィルタ装置出口放射線モニタ ※４ 

フィルタ装置水素濃度 ※４ 

可搬型窒素供給装置 ※５ 

可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級） ※６ 

可搬型代替交流電源設備 ※７ 

可搬型直流電源設備 ※８ 

常設代替交流電源設備 ※９ 

常設代替直流電源設備 ※１０ 

代替所内電気設備 ※１１ 

※１：必要な弁（遠隔手動弁操作設備含む）及び配管を含む。 

※２：原子炉の起動時にドライウェル点検を実施する場合は，ドライウェル点検後の原子炉

の状態が起動になるまでの期間は運転上の制限を適用しない。 

※３：「６６－５－２ 耐圧強化ベント系」の遠隔空気駆動弁操作用ボンベを兼ねる。 

※４：「６６－１３－１ 主要パラメータ及び代替パラメータ」において運転上の制限等を定

める。 

※５：「６６－５－３ 可搬型窒素供給装置」において運転上の制限等を定める。 

※６：「６６－１９－１ 可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）」において運転上の制限等を定め

る。 

 

① 設置許可基準規則（技術的能力審査基準）第四十八条（１．５） 

設置許可基準規則（技術的能力審査基準）第五十条（１．７） 

設置許可基準規則（技術的能力審査基準）第五十二条（１．９） 

設置許可基準規則（技術的能力審査基準）第五十三条（１．１０）が該当する。 

また，技術的能力審査基準１．１３の手順で使用する。 

 

② 運転上の制限の対象となる系統・機器（添付－１） 

なお，設置許可基準規則（技術的能力審査基準）第五十三条（１．１０）の要求に対して

運転上の制限の対象とする系統・機器は，設置許可基準規則第五十条等の規定により設置

する格納容器圧力逃がし装置について，設置許可基準規則第五十三条に適合するために必

要な設備としての位置付けを明確化することから，既認可の保安規定と同一の系統・機器

を対象とする。 

 

③ 以下の条文要求が運転段階でも維持できるよう，常設重大事故等対処設備である格納容

器圧力逃がし装置が動作可能であることを運転上の制限とする。（保安規定変更に係る基

本方針４．３（１）等） 

 

・設置許可基準規則（技術的能力審査基準）第四十八条（１．５） 

「最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備（手順等）」として，設計基準事故対処

設備が有する最終ヒートシンクへ熱を輸送する機能が喪失した場合において炉心の著

しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防止するため，最終ヒートシンクへ熱を輸送す

るために必要な設備を設ける（手順等を定める）こと。 

・設置許可基準規則（技術的能力審査基準）第五十条（１．７） 

「原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備（手順等）」として，原子炉格納容

器内の圧力を大気中に逃がすために必要な設備を設ける（手順等を定める）こと。 

・設置許可基準規則（技術的能力審査基準）第五十二条（１．９） 

「水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備（手順等）」として，炉

心の著しい損傷が発生した場合に，水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するた

めに必要な設備を設ける（手順等を定める）こと。 

・設置許可基準規則（技術的能力審査基準）第五十三条（１．１０） 

「水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備（手順等）」として，炉心

の著しい損傷が発生した場合において，原子炉格納容器から原子炉建屋への水素ガス

の漏えいを抑制し，原子炉建屋内の水素濃度の上昇を緩和するため，原子炉格納容器か

ら水素ガスを排出することができる設備を設ける（手順を定める）こと。 

・技術的能力審査基準１．１３ 

「重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」として設計基準事故の収束に必要

な水源とは別に，重大事故等の収束に必要となる十分な量の水を確保することに加え

て，設計基準事故及び重大事故等対処設備に対して重大事故等の収束に必要となる十

分な量の水を供給するために，必要な手順等を定めること。 

 

格納容器圧力逃がし装置は系統内での水素燃焼を防止するため，格納容器内を窒素封入

し，酸素濃度を１．８％以下に管理することが要求されるが，格納容器内への窒素封入は

ドライウェル点検後速やかに実施するため，ドライウェル点検後の原子炉の状態が起動に

なるまでの期間は運転上の制限を適用しない。 
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保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 

※７：「６６－１２－２ 可搬型代替交流電源設備」において運転上の制限等を定める。  

※８：「６６－１２－５ 可搬型直流電源設備」において運転上の制限等を定める。 

※９：「６６－１２－１ 常設代替交流電源設備」において運転上の制限等を定める。  

※10：「６６－１２－４ 所内蓄電式直流電源設備及び常設代替直流電源設備」において 

運転上の制限等を定める。 

※11：「６６－１２－６ 代替所内電気設備」において運転上の制限等を定める。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

格納容器圧力逃がし装置と耐圧強化ベント系は共用する弁及び配管等が存在すること

から，ＬＣＯ判断を速やかに実施することができるよう，以下の通り，主要な弁が動作不

能となった場合について，ＬＣＯ逸脱となる条文を整理する。 

なお，記載している条文のみがＬＣＯ逸脱となることを示すものではないため，必要に

応じて他条文も確認する。 

 

弁名称 

格納容器

圧力逃が

し装置 

(66-5-1) 

耐圧強化

ベント系 

(66-5-2) 

備考 

（動作不能判断） 

要求される状態 

一次隔離弁（ドライ

ウェル側） 
開 開 

▪ 開できない場合FCVS及び耐圧強化ベントが動

作不能となり 66-5-1 及び 66-5-2 が LCO 逸脱 

一次隔離弁 

（サプレッション・

チェンバ側） 

開 開 

▪ 開できない場合FCSV及び耐圧強化ベントが動

作不能となり 66-5-1 及び 66-5-2 が LCO 逸脱 

二次隔離弁 開 開 
▪ 開できない場合FCSV及び耐圧強化ベントが動

作不能となり 66-5-1 及び 66-5-2 が LCO 逸脱 

フィルタ装置入口弁 開 閉 

▪ 開できない場合 FCVS が動作不能となり 66-5-

1 が LCO 逸脱 

▪ 閉できない場合耐圧強化ベントが動作不能とな

るが，FCVS が動作可能であるため 66-5-2 は

LCO 逸脱とはならない 

耐圧強化ベント弁 閉 開 

▪ 閉できない場合 FCVS が動作不能となり 66-5-

1 が LCO 逸脱 

▪ 開できない場合耐圧強化ベントが動作不能とな

るが，FCVS が動作可能であるため 66-5-2 は

LCO 逸脱とはならない 

 

④ 格納容器圧力逃がし装置は，原子炉格納容器の圧力及び温度を低下させるため，原子炉格

納容器内における水素爆発を防止するため，また原子炉格納容器から原子炉建屋への水素

ガスの漏えいを抑制し，原子炉建屋内の水素濃度の上昇を緩和するために必要な設備であ

り，原子炉格納容器の破損が発生する可能性のある期間を機能維持期間として適用する必

要がある。原子炉格納容器については，冷温停止及び燃料交換の期間において，点検等を

実施するためにハッチ等が開放された状態となる。そのため，格納容器圧力逃がし装置に

運転上の制限が適用される原子炉の状態は「運転，起動及び高温停止」とする。（保安規定

変更に係る基本方針４．３（１）等） 

 

⑤ ②に含まれる設備 

 

⑥ フィルタ装置は１個，よう素フィルタは２個，ラプチャーディスクは２個，ドレンタンク

は１基設置されており，これらの数を所要数とする。 

遠隔空気駆動弁操作用ボンベは排出経路の隔離弁のうち，空気作動弁に供給する一次隔離

弁（ドライウェル側）及び一次隔離弁（サプレッション・チェンバ側）の２弁にて系統構
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保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 

 

 

 

 

 

 

（２）確認事項 

項 目 ⑦ 頻 度 担 当 

１．よう素フィルタの性能を確認する。 定事検停止時 原子炉ＧＭ 

２．フィルタ装置の性能を確認する。 定事検停止時 原子炉ＧＭ 

３．フィルタ装置のスクラバ水の水酸化ナトリウムの濃度

が   ｗｔ％以上であること及びｐＨが  以上

であることを確認する。 

定事検停止後

の原子炉起動

前に１回 

原子炉ＧＭ 

４．ドレン移送ポンプの流量が９．１ｍ3／ｈ，揚程が１４．

３ｍ以上であることを確認する。 
定事検停止時 原子炉ＧＭ 

５．必要な電動駆動弁，空気駆動弁及び遠隔手動弁操作設

備を用いた弁が動作可能であることを確認する。ま

た，動作確認後，動作確認に際して作動した弁の開閉

状態を確認する。 

定事検停止時 当直長 

６. スクラバ水ｐＨ制御装置の性能を確認する。 定事検停止時 原子炉ＧＭ 

７．原子炉の状態が運転，起動及び高温停止において，格

納容器圧力逃がし装置が使用可能であることを確認

する。また，系統が窒素置換されていることを系統圧

力が保持されていることにより確認する。 

１ヶ月に１回 当直長 

８．原子炉の状態が運転，起動及び高温停止において，フ

ィルタ装置のスクラバ水位が５００ｍｍ以上及び２

２００ｍｍ以下であることを確認する。 

１ヶ月に１回 当直長 

９．原子炉の状態が運転，起動及び高温停止において，遠

隔空気駆動弁操作用ボンベが使用可能であることを

確認する。 

３ヶ月に１回 当直長 

10．原子炉の状態が運転，起動及び高温停止において，ス

クラバ水ｐＨ制御装置が動作可能であることを確認

する。また，水酸化ナトリウム水溶液の保有量が   

      Ｌ以上あることを確認する。 

３ヶ月に１回 
モバイル 

設備管理ＧＭ 

 

 

 

 

 

 

成が可能であるため，２本を所要数とする。フィルタ装置入口弁及び耐圧強化ベント弁の

操作用ボンベについては流路構成に不要なため，所要数に含めないこととした。なお，一

次隔離弁（ドライウェル側）及び一次隔離弁（サプレッション・チェンバ側）の操作用ボ

ンベについては，耐圧強化ベント系の遠隔空気駆動弁用操作ボンベと所要数を兼ねる。 

スクラバ水ｐＨ制御設備は必要な１式を所要数とする。なお，スクラバ水ｐＨ制御設備１

式とは，スクラバ水ｐＨ制御設備用ポンプ 1 台，必要なホース及び水酸化ナトリウム水溶

液（      Ｌ以上）をいう。 

ドレン移送ポンプは１台で必要容量を有するため，１台を所要数とする。 

（添付－２） 

 

⑦ 適用される原子炉の状態における確認事項を記載する。（保安規定変更に係る基本方針

４．２等） 

ａ．性能確認（機能・性能が満足していることを確認する。） 

  項目１，２，３，４，６が該当。 

    項目３では，水酸化ナトリウムの濃度が   ｗｔ％以上であること及びｐＨが   

  以上であることを確認する（添付－２）。なお，適用される原子炉の状態の期間

中にスクラバ水の補給をした場合は，水酸化ナトリウムの濃度及びｐＨが規定値以

上であることを確認する。 

 

    項目４で確認する流量及び揚程は，設計及び工事計画認可申請書に基づき，設定す

る。（添付－２） 

 

定事検停止時の点検に合わせ，性能確認を実施する。なお，項目３については，定

事検停止後の原子炉起動前に実施することとする。 

 

ｂ．動作確認（運転上の制限を満足していることを定期的に確認する。） 

  項目５，７，８，９，１０が該当。 

項目５について，格納容器圧力逃がし装置の排出経路に設置された隔離弁は，原子炉

運転中は格納容器バウンダリを維持することが要求されるため，定事検停止時に開

閉試験を実施する。 

中央制御室からの遠隔操作で必要な弁を開弁できることを確認する。また，空気駆動

弁については，遠隔空気駆動弁操作用ボンベ内の窒素消費による重大事故等時使用

可能窒素量の減少を考慮し，計装用圧縮空気系等を使用して現場操作で開弁できる

ことを確認する。 

また，遠隔手動弁操作設備により開弁できることを確認する。 

 

項目７，８については，設計基準事故対処設備のサーベランス頻度と同等とし，１ヶ

月に１回,動作確認を実施する。なお，項目８で確認するフィルタ装置スクラバ水位

は，設計及び工事計画認可申請書に基づき，設定する。（添付－２） 

 

項目９，１０については，「保安規定変更に係る基本方針」の可搬型重大事故等対処

設備のサーベランス頻度の考え方に基づき３ヶ月に１回，動作可能であることを確

認する。なお，項目１０の水酸化ナトリウム水溶液の保有量は，設計及び工事計画認

可申請書に基づき，設定する。（添付－２） 

 

＜参考＞可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級） 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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（３）要求される措置 

条 件 ⑧ 要求される措置 ⑨ 完了時間 

Ａ．格納容器圧力逃

がし装置が動

作不能の場合 

Ａ１．当直長は，残留熱除去系２系列を起動し,動作可能

であることを確認する※１２とともに，その他の設

備※１３が動作可能であることを確認する。 

及び 

Ａ２．当直長は，可燃性ガス濃度制御系１系列を起動し,

動作可能であることを確認するとともに，その他

の設備※１４が動作可能であることを確認する。 

及び 

Ａ３．当直長は，当該機能と同等な機能を持つ重大事故等対

処設備※１５が動作可能であることを確認する※１６。 

及び 

Ａ４．当直長は，当該系統を動作可能な状態に復旧する。 

速やかに 

 

 

 

速やかに 

 

 

 

３日間 

 

 

３０日間 

Ｂ．条件Ａで要求さ

れる措置を完了

時間内に達成で

きない場合 

Ｂ１．当直長は，高温停止にする。 

及び 

Ｂ２．当直長は，冷温停止にする。 

２４時間 

 

３６時間 

※12：運転中のポンプについては，運転状態により確認する。 

※13：残りの残留熱除去系１系列，非常用ディーゼル発電機３台，原子炉補機冷却水系３系

列及び原子炉補機冷却海水系３系列をいい，至近の記録等により動作可能であること

を確認する。 

※14：残りの可燃性ガス濃度制御系１系列をいい，至近の記録等により動作可能であること

を確認する。 

※15：代替循環冷却系及び耐圧強化ベント系（Ｗ／Ｗ）をいう。 

※16：「動作可能であること」の確認は，至近の記録等により動作可能であることを確認す

る。 

可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）が下記の性能を満足していることの確認行為は， 

「６６－１９－１ 可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）」に記載する。 

 

可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）を重大事故等時において，格納容器圧力逃がし装置

のフィルタ装置水位調整（水張り）に使用する場合の容量及び吐出圧力を以下に示す。 

【必要容量】 

格納容器圧力逃がし装置の使用時にフィルタ装置の水位が通常水位を下回ると判断さ

れた場合において，「５．重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施するため

に必要な技術的能力」の追補（設置変更許可申請書添付十追補１）に示される水張りの

所要時間が５０分であることから，保守的に下限水位から通常水位復帰に必要な水量に

対して３０分以内に水張りできる容量として，２０ｍ３／ｈ以上とする。 

 

【吐出圧力】 

必要吐出圧力が最大となる６号機フィルタベント給水ライン接続口を使用する場合の

静水頭，ホース直接敷設の圧損等を基に吐出圧力は，１．２８ＭＰａ以上とする。 

 

⑧ 運転上の制限を満足していない場合の条件を記載する。 

格納容器圧力逃がし装置は１Ｎ要求設備であるため，動作可能な系列数が１Ｎ未満となっ

た場合を条件として設定する。 

 

⑨ 要求される措置について記載する。（保安規定変更可係る基本方針４．３（２），（３）等） 

 

Ａ１．重大事故等対処設備が動作不能となった場合は，対応する設計基準事故対処設備が 

動作可能であることを“速やかに”確認する。対象となる設備は「設置変更許可申

請書（添付書類十）」技術的能力で整理した“機能喪失を想定する設計基準事故対処

設備”であり，炉心損傷防止及び格納容器破損防止の観点から最も有効と思われる残留

熱除去系（低圧注水モード，格納容器スプレイモード，サプレッションプール冷却

モード）（非常用ディーゼル発電機，原子炉補機冷却水系及び原子炉補機冷却海水

系含む）が該当する。なお，原子炉水位の回復には残留熱除去系が２系列以上必要となる

ことから，起動する残留熱除去系については２系列とする。 

 

Ａ２．当該設備に期待する機能である「水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止する」 

の観点で最も実効的な設計基準事故対処設備を確認対象として選定することとし，

具体的には可燃性ガス濃度制御系が動作可能であることを“速やかに”確認する。 

 

Ａ３．動作不能となった重大事故等対処設備と同等な機能をもつ重大事故等対処設備が動 

作可能であることを確認する。対象となる設備は「設置変更許可申請書（添付書類

十）」の技術的能力で整理した代替循環冷却系及び耐圧強化ベント系（Ｗ／Ｗ）が該

当し，完了時間は，設計基準事故対処設備が動作可能であることを確認した場合の

ＡＯＴ上限（１Ｎ未満）である「３日間」とする。 

 

 

【同等な機能をもつ重大事故等対処設備の妥当性確認】 

耐圧強化ベント系は，原子炉の定格熱出力の１％に相当する発生蒸気量１５．８ 

ｋｇ／ｓを排出可能な設計であり，炉心損傷前の格納容器除熱手段として有効であ

る。（設置許可基準規則第４８条） 
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また，炉心損傷後に代替循環冷却系を長期使用した際に，耐圧強化ベント系（Ｗ／

Ｗ）により，原子炉格納容器内の水素ガス及び酸素ガスを排出可能であり，原子炉格

納容器の水素爆発の防止手段として有効である。（設置許可基準規則第５２条）（添

付－３） 

 

代替循環冷却系は，有効性評価（格納容器過圧・過温破損（代替循環冷却系を使用す

る場合））にて確認したとおり，格納容器破損防止対策として有効である。（設置許可

基準規則第５０条） 

 

従って耐圧強化ベント系（Ｗ／Ｗ）及び代替循環冷却系の両設備により，格納容器圧

力逃がし装置に要求される機能を代替可能であることから，同等な機能をもつ重大

事故等対処設備として位置付ける。 

 

Ａ４．当該系統を動作可能な状態に復旧する。完了時間は，同等な機能を有する重大事故 

等対処設備が動作可能な場合のＡＯＴ上限である「３０日間」とする。 

 

Ｂ１．，Ｂ２．既保安規定と同様の設定とする。 
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局所エリアにおける水素濃度上昇時の自主的な 

対応について 

 

 

 

 

 

 

 

２０２３年６月 

東京電力ホールディングス株式会社 
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１．局所エリアにおける水素濃度上昇時の自主的な対応について 

「添付資料－３ 原子炉建屋水素濃度に基づく原子炉格納容器ベント基準の妥

当性について」において，水素挙動を評価し，原子炉建屋水素濃度上昇時の原子炉

格納容器ベント実施の判断基準（原子炉建屋オペレーティングフロアの天井付近の

水素濃度が２．２ｖоｌ％に到達）の妥当性を確認している。この妥当性確認にお

いて，局所エリアについては不確かさの影響を考慮し，原子炉格納容器内に２倍程

度の水素が発生した場合においても可燃限界までの裕度があることを確認してい

る。（詳細は添付資料－３ １．２．２「2.2vol％での判断が妥当であること」参

照） 

一方で，重大事故を超える領域においては，一つの前提条件に捉われることなく，

水素の漏えいが著しく増加した場合への備えとして，局所エリアの水素濃度が原子

炉建屋オペレーティングフロアの天井付近の水素濃度が２．２ｖоｌ％到達よりも

先に可燃限界に至るような場合においても何かしらの対応が行えるよう，自主的に

手順等を整備しておくことは事業者として有効であると考える。 

このため，事業者の自主的な取り組みとして，再稼働までに局所エリアの水素濃

度計が上昇した場合の手順等を整備していく。 

 

２．具体的な対応案について 

様々なケースを想定し，局所エリアの水素濃度計が上昇した場合に何らかの対

応を行えるよう，手順等を整備する。具体的な対応としては，以下が考えられ

る。 

（１）扉の開放 

   局所エリアの水素濃度が上昇する前において，局所エリアの扉を現場にて開

放することによって，局所エリアから水素を排出する。 

   具体的には，自主的な取り組みとして扉開放のタイミング（扉の通常時の運

用検討を含む）及びその際の開放手順を再稼働までに整備していく。 

 

（２）常用換気空調系（ＨＶＡＣ）起動 

   局所エリアの水素濃度の上昇傾向が継続する場合において，下層階に給排気

口を複数持つＨＶＡＣを起動し，着火源リスクとならない範囲にて，原子炉建

屋内の水素の攪拌をはかる。 

   具体的には，ＨＶＡＣは事故時に隔離され原子炉建屋内の換気系がＳＧＴＳ

に切り替わるインターロックを有していることから，今後事業者の自主的な取

り組みとして以下の手順等を再稼働までに整備していく。 

     ・事故発生時に自動隔離されるＨＶＡＣについて，原子炉建屋内の水素の攪

拌をはかるためにＨＶＡＣを使用する場合の隔離インターロック解除の手

順 
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